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Ⅰ 教育委員会点検評価に関する概要 

 

１ 点検・評価の趣旨 

  「地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）」第２６条

第１項の規定に基づき、教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について

点検、評価等を行いました。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育

長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項）の規定により事

務局職員等に委任された事務を含む。を含む。）の管理及び執行の状況について点検

及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するととも

に、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、その前項の点検及び評価を行うにあたっては、教育に関し学識経験

を有する者の知見の活用を図るものとする。 

 

２ 点検・評価の対象等 

  令和６年度の点検・評価については、潮来市第７次総合計画後期基本計画及び第２期

潮来市教育振興基本計画に基づく、主な取組と具体的施策のうちから２３事業を対象に

事業内容等について、点検・評価を行いました。 

 

３ 潮来市教育委員会評価委員（２名） 

氏 名 備 考 

 大﨑 一寿 学識経験者 

 黒須 勝己 同上 

 

４ 点検評価の実施に関する主な経過 

日程  内容等 

令和６年 ９月１０日 

令和６年１０月１１日 

令和６年１０月３１日 

 

令和６年１１月１５日 

令和６年１１月２９日 

令和６年１２月１３日 

令和６年１２月２７日 

令和７年 １月１７日 

令和７年 １月２５日 

教育委員会での点検・評価表等の作成等依頼 

教育委員会での点検・評価表のとりまとめ 

教育委員会から委員に対して点検・評価表等の資料送付 

及び諮問 

委員に対し点検・評価等に関する質疑回答書の送付 

委員からの点検・評価表等に関する意見書提出 

委員へ点検・評価等に関する報告書（案）の送付 

委員からの点検・評価等に関する報告書（案）の確認報告 

教育長に対する点検・評価等に関する報告（答申） 

令和７年第１回潮来市教育委員会定例会へ「点検・評価報

告書（令和５年度事業）」を提出 
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Ⅱ 第２期潮来市教育振興基本計画について 

 

１ 第２期教育振興基本計画について 

  潮来市教育委員会では、教育基本法第１７条第２項に基づき、２０１８年（平成３０

年）に本市の教育方針及び教育指針を示した「潮来市教育振興基本計画（２０１９－２

０２３）」を策定しました。第１期の計画では、教育を巡る社会動向や潮来市の課題を踏

まえて、「みんなが学び 未来を拓く 潮来の教育・人づくり」をテーマとした教育と生

涯学習に関わる基本的な計画を策定し、学校や家庭、地域等と連携して施策や事業に取

り組んできました。 

第１期の期間では、新型コロナウィルスの感染拡大や国際情勢の不安定化により、日

常の生活が大きく左右され、教育や生涯学習を巡る環境や価値観等が大きく変化しまし

た。このような背景を踏まえ、時代の変化に沿った教育の振興及び生涯学習の推進を図

るため、これまでの計画を見直し、「第２期潮来市教育振興基本計画（生涯学習推進計画

を含む）」を２０２４年（令和６年３月）に策定しました。 

 

２ 潮来市の教育目標 

 （１）自ら学び自ら考える力を育てる教育の推進 

 （２）豊かな心と将来への夢をはぐくむ教育の推進 

 （３）社会の変化に対応して主体的に生きる力を育てる教育の推進 

 

３ 第２期潮来市教育振興基本計画のテーマ 

 

    みんなが学び 未来を拓く 潮来の教育・人づくり 

 

４ 第２期潮来市教育振興基本計画の基本方針 

 

✓ 本市が抱える課題と社会変化に適応し、今後５年間の将来を見据えた「めざす教

育」を実現するための計画として策定します。 

✓ 本市の教育目標を前提としつつ、第７次潮来市総合計画後期基本計画における教

育・文化分野を基本指針とし、課題や目標、方針について整合を図った計画とし

ます。 

✓ 学校教育を中心に、就学前教育や子ども・若者の育成、生涯学習、スポーツ・レ

クリエーション、地域文化の振興等の生涯学習推進計画を含めた教育・文化分野

の総合的な計画とします。 

✓ 子どもから高齢者まで全ての市民を対象とし、生涯学び続けることができる環境

を目指した計画とします。 

✓ 市民の誰もが、基礎的な学力を身に付けられ、才能や個性を得意な分野で生かし、

活躍することを目指す計画とします。 

✓ 水郷潮来の自然環境や地域文化等を生かし、本市にふさわしい特色と魅力ある教

育施策を設定します。 
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５ 第２期潮来市教育振興基本計画の視点≪３つの視点≫ 

① 社会の持続的な発展に貢献できる人材の育成 

② 一人一人の可能性を引き出す共生社会に向けた教育の推進 

③ 家庭や地域で共に学び支え合う社会の実現 

 

６ 第２期潮来市教育振興基本計画の基本施策 ≪５つの基本施策≫ 

【基本施策１】 自主性・自立性を持ち、社会の変化に対応できる力の育成 

≪主な取組≫ 

（１）確かな学力を育む質の高い教育の推進 

（２）豊かな心を育む教育・主体的に社会の形成に参画する態度の育成 

（３）健やかな体を育む教育の推進 

（４）ＩＣＴ活用教育の推進 

（５）社会で活躍できるたくましい人材の育成 

（６）教職員が働きやすい環境づくり 

【基本施策２】 子どもたちの学習環境の整備 

≪主な取組≫ 

（１）切れ目のない教育支援体制の充実 

（２）学校施設や通学等の安全対策の充実 

（３）より良い学習環境を持続する学校適正化や学校連携の推進 

（４）教育データの利活用推進 

（５）学校給食の充実と環境整備 

【基本施策３】 みんなが参加し学びを支える環境づくり 

≪主な取組≫ 

（１）就学前教育の充実と小学校教育への円滑な接続 

（２）学校と地域との連携・協働（コミュニティ・スクールの推進） 

（３）家庭の教育力の向上と子どもの居場所づくり 

（４）子どもの貧困、ヤングケアラー等への対策の充実 

（５）青少年育成活動の推進 

（６）部活動の支援と地域移行の推進 

【基本施策４】 生涯にわたり学び活躍できる場の充実 

≪主な取組≫ 

（１）生涯学び、活躍できる生涯学習機会の充実 

（２）生涯学習やまちづくりを牽引する人材の育成と学習成果の活用 

（３）生涯学習の拠点となる公民館や市立図書館等の充実 

（４）ＩＣＴ活用による生涯学習活動の活性化 

（５）国際理解の推進 

（６）「市民一人１スポーツ」の推進 

（７）水辺を生かしたスポーツの振興・鹿島アントラーズとの連携強化 

（８）スポーツ・レクリエーションを支える環境の充実 
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【基本施策５】 郷土の誇りとなる水郷文化の継承と創造 

≪主な取組≫ 

（１）文化・芸術活動の振興 

（２）水郷文化の保存と次世代への継承 

（３）文化・芸術活動を支える環境の充実 

（４）水郷文化を生かした文化交流の促進 

 

 

７ 潮来市第７次総合計画後期基本計画 

及び第２期潮来市教育振興基本計画等における数値的目標 

   

【基本施策１】 自主性・自立性を持ち、社会の変化に対応できる力の育成 

■主な数値目標 

指 標 令和６年度 

(２０２４) 

令和７年度 

（２０２

５） 

令和８年度 

（２０２

６） 

令和９年度 

（２０２

７） 

目標値 

（２０２

８） 

茨城県学力診断のた

めのテストにおける

全学年，全教科の県

の平均正答率 

    

県平均を全

学年，全教

科で上回る 

 

【基本施策２】 子どもたちの学習環境の整備 

■主な数値目標 

指 標 令和６年度 

(２０２４) 

令和７年度 

（２０２

５） 

令和８年度 

（２０２

６） 

令和９年度 

（２０２

７） 

目標値 

（２０２

８） 

      

      

市内小中学校の給

食における地元産

品の品目（年間使

用品目） 

    ２４品目 

 

【基本施策３】 みんなが参加し学びを支える環境づくり 

■主な数値目標 

指 標 令和６年度 

(２０２４) 

令和７年度 

（２０２

５） 

令和８年度 

（２０２

６） 

令和９年度 

（２０２

７） 

目標値 

（２０２

８） 

コミュニティ・ス

クールの導入校 
    

すべての 

学校 

家庭教育学級参加

者数 
    

１，０００

人 
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青少年相談員によ

るパトロール回数 
    １５回／年 

 

【基本施策４】 生涯にわたり学び活躍できる場の充実 

■主な数値目標 

指 標 令和６年度 

(２０２４) 

令和７年度 

（２０２

５） 

令和８年度 

（２０２

６） 

令和９年度 

（２０２

７） 

目標値 

（２０２

８） 

公民館の利用者数 
    

９９，３０

０人 

各種講座の市民講

師の登録者数 
    ２０人 

図書館来館者数 
    

２１５，０

００人 

学校開放事業にお

ける利用者数 
    

１８８，０

００人 

水郷潮来シティレ

ガッタの参加者数 
    ５５０人 

スポーツ・アスリ

ートによる講演会

等実施学校数 

    ６校／年 

スポーツ大会・合

宿による施設利用

者数 

    
２０，００

０人／年 

 

【基本施策５】 郷土の誇りとなる水郷文化の継承と創造 

■主な数値目標 

指 標 令和６年度 

(２０２４) 

令和７年度 

（２０２

５） 

令和８年度 

（２０２

６） 

令和９年度 

（２０２

７） 

目標値 

（２０２

８） 

市民文化祭参加者

数 
    

１，０００

人 

伝統文化・文化財

の保全活動 
    ３回／年 

 

第２期潮来市学校適正化計画 

■主な数値目標 

指 標 令和６年度 

(２０２４) 

令和７年度 

（２０２

５） 

令和８年度 

（２０２

６） 

令和９年度 

（２０２

７） 

目標値 

（２０２

９） 

学校適正化（統合） 

による小中学校数 
  

小学校４校 

中学校３校 

小学校４校 

中学校３校 

小学校４校 

中学校１校 

 

 

７ 第２期潮来市教育振興基本計画の推進 
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（１） 第２期潮来市教育振興基本計画の進行管理 

基本計画における施策や事業については、各所管課が毎年度の実施計画等へ位置

づけ、進捗状況を確認し、最終年度には数値目標の達成状況の確認や効果の検証を

行います。また、結果を踏まえて、目指す方向性や具体的施策や事業を見直し、次

期計画の策定に生かします。 

 

（２） 第２期潮来市教育振興基本計画の推進体制 

第２期計画では、「多様な主体の参加による、学びを支える環境づくり」を基本  

施策に位置づけており、学校や保護者、地域の住民、関係団体、企業等に対して、

計画の周知を図るとともに、様々な活動主体が互いに協働・連携して計画を推進し

ます。 

 

 

Ⅲ 教育委員会の活動状況 

 

１ 教育委員会とは 

  教育委員会は、都道府県及び市町村等におかれる合議体の執行機関となります。創造

的で人間性豊かな人材を育成するため、生涯学習の推進をはじめ、教育、文化、スポー

ツの振興など幅広い分野にわたる教育行政を一体的推進していくうえで、重要な役割を

担っています。 

 

２ 教育長及（１名）び教育委員（４名） 

  教育長及び教育委員については、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第

１項及び第２項の規定に基づき、「本市の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教育行

政に関し識見等を有するもののうちから、市長が議会の同意を得て任命する」こととな

っています。 

  また、同法第５条第１項に基づき、教育長が３年、教育委員は４年の任期であり、同

条第２項の規定に基づき、再任も可能となっています。 

 

 ◎教育委員会委員名簿（基準日：2024.3.31） 

職 名 氏 名 任 期 

教育長 横田 直樹 2021. 5.21 ～ 2024. 5.20 

教育長職務代理者 小松﨑 修平 2020.12.23 ～  2024.12.22 

委員 飯田 三矢子 2021.10.1  ～ 2025. 9.30 

委員 茂木 悦男 2021. 6.25  ～ 2025. 6.24 

委員 村田 茂穂 2022.12.22  ～ 2026.12.21 

※2024.6.1～ 教育長 塙 誠一 
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＊地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

（任命） 

第４条 教育長は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、

教育行政に関し識見を有するもののうちから、地方公共団体の長が、議会の同意を

得て、任命する。 

２ 委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教育、

学術及び文化（以下単に「教育」という。）に関し識見を有するもののうちから、地

方公共団体の長が、議会の同意を得て、任命する。 

３～５ （略） 

（任期） 

第５条 教育長の任期は３年とし、委員の任期は４年とする。ただし、補欠の教育長

又は委員の任期は、前任の残任期間とする。 

２ 教育長及び委員は、再任されることができる。 

 

３ 教育委員会会議等の開催状況 

  教育委員会会議には、定例会と臨時会があります。会議は、原則公開とし、議案等の

審議結果については、市教育委員会ホームページにおいて公開しました。 

（１） 教育委員会会議（2023.4 月～2024.3 月） 

会議 

（回数） 

開催日 報告等 議案等 案件等 

（議案：ぎ、報告：ほ、その他：他） 

定例会 

（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2022.4.25 ３件 １１件 ほ：教育機関の人事異動に対する同意の専

決について 

ほ：教育機関の会計年度任用職員の採用に

対する同意の専決について 

ほ：令和４年度潮来市一般会計補正予算（第

１号）の議会提出に対する同意の専決

について 

ぎ：令和４年度潮来市教育行政目標につい

て 

ぎ：潮来市教育支援委員会調査員の任命に

ついて 

ぎ：潮来市立学校評議員の委嘱について 

ぎ：潮来市学校給食センター運営委員会委

員の委嘱について 

ぎ：潮来市集会所運営委員の委嘱について 

ぎ：潮来市図書館協議会委員の委嘱につい 

  て 

ぎ：潮来市学習支援事業運営委員会委員の

委嘱について 
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ぎ：潮来市いじめ問題対策連絡協議会規則

の一部改正について 

ぎ：潮来市学校サポーター設置要綱の制定

について 

ぎ：潮来市第３子以降学校給食費免除実施

要綱の廃止について 

ぎ：令和４年度潮来市立小・中学校準要保護

児童生徒の認定について 

定例会 

（２） 

 

 

 

2022.5.25 １件 １件 ほ：学校医の変更等に対する同意の専決に

ついて 

ぎ：令和４年度潮来市立小・中学校準要保護

児童生徒の認定取消しについて 

定例会 

（３） 

 

 

2022.6.24 ０件 ２件 ぎ：潮来市教育行政評価委員会要綱の制定

について 

ぎ：潮来市社会教育委員及び潮来市公民館

運営審議会委員の委嘱について 

定例会 

（４） 

2022.7.25 １件 ２件 ほ：令和４年度潮来市一般会計補正予算（第

５号）の議会提出に対する同意の専決

について 

ぎ：令和５年度使用小学校及び中学校教科

用図書の採択について 

ぎ：令和４年度潮来市立小・中学校準要保護

児童生徒の認定について 

定例会 

（５） 

 

 

2022.8.25 ０件 ３件 ぎ：潮来市立小中学校統合等検討委員会設

置要綱の制定について 

ぎ：潮来市スクールバス等事業者支援事業

（燃料価格高騰対策）補助金交付要項
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の制定について 

ぎ：潮来市学校給食費補助金交付要綱の制

定について 

定例会 

（６） 

 

 

 

 

2022.9.26 １件 ２件 ほ：令和４年度潮来市一般会計補正予算（第

６号）の議会提出に対する同意の専決

について 

ぎ：潮来市部活動地域移行検討委員会設置

要綱の制定について 

ぎ：潮来市教育行政評価委員の委嘱につい

て 

定例会 

（７） 

 

2022.10.25 ２件 １件 ほ：叙位の内申について 

ほ：叙位・叙勲の内申について 

ぎ：潮来市文化財保護審議会委員の委嘱に

ついて 

 

定例会 

（８） 

2022.11.24 １件 ０件 ほ：叙勲の内申について 

定例会 

（９） 

 

 

2022.12.23 

 

 

１件 

 

 

 

 

２件 

 

 

 

 

ほ：令和４年度潮来市一般会計補正予算（第

９号）の議会提出に対する同意の専決

について 

ぎ：令和４年度潮来市立小・中学校準要保護

児童生徒の認定について 

ぎ：潮来市指定文化財の指定について 

定例会 

（１０） 

 

 

 

2023.1.24 １件 ３件 ほ：令和４年度（令和３年度事業）潮来市教

育委員会点検・評価報告書について 

ぎ：潮来市コミュニティ・スクールの設置等

に関する規則の制定について 

ぎ：潮来市訪問型家庭教育支援事業実施要

綱の制定について 

ぎ：潮来市社会教育施設における防犯カメ    

  ラ設置等に関する要綱の制定について 

定例会 

（１１） 

 

 

2023.2.28 

 

１件 

 

 

１件 

 

 

 

ほ：潮来小学校・津知小学校統合等検討委員

会からの要望書について 

ぎ：令和２年度潮来市立小・中学校準要保護

児童生徒の認定について 
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臨時会 

（１） 

 

 

2023.3.15 １件 １件 ほ：令和４年度潮来市一般会計補正予算（第

１２号）の議会提出に対する同意の専

決について 

ぎ：令和５年度教職員定期人事異動の内示 

について 

定例会 

（１２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2022.3.24 １件 ５件 ほ：令和５年度潮来市一般会計予算の議会

提出に対する同意の専決について 

ぎ：潮来市スポーツ大会及び合宿開催支援

補助金交付要綱の制定について 

ぎ：潮来市立社会教育施設における防犯カ

メラ設置等に関する要綱の一部改正に

ついて 

ぎ：学校薬剤師の委嘱について 

ぎ：潮来市いじめ問題調査委員会委員の委

嘱について 

ぎ：令和５年度潮来市立小・中学校準要保護

児童生徒の認定について 

 

開催回数 ：１３回 

案件数  ：４８件 

・報 告：１４件 

・議 案：３４件 

 

〇定例会：１２回（報告１４件、議案３４件） 

〇臨時会  １回（報告 １件、議案 １件） 

 

 

（２） 主な行事等（令和４年度） 

 日 付 内容等 

 

 

令

和 

４ 

年 

4月 1日 令和４年度始教職員辞令交付式 

4月 6日 小学校入学式 

4月 7日 中学校入学式 

5月 21 日 日の出小運動会 

5月 28 日 中学校体育祭（潮来一中、潮来二中、日の出中、牛堀中） 

6月 11 日 津知小運動会 

9月 17 日 牛堀小運動会 

10月 1 日 潮来小運動会 

10月 16 日 延方小運動会 

11月 24 日 総合教育会議 

令

和

５

年 

3月 11 日 中学校卒業式 

3月 23 日 小学校卒業式 

3月 31 日 令和４年度末教職員異動辞令交付式 



11 

 

 

Ⅳ 潮来市教育委員会点検・評価表について 

 

１ 潮来市教育振興基本計画各基本施策の主な取組と具体的施策等について 

  ＊別添のとおり 

 

２ 潮来市教育委員会点検・評価表（自己評価関係） 

【学校教育課関係】 

（１） 非常勤講師配置事業（ＴＴ配置事業） 

（２） 英語指導助手派遣事業 

（３） 学校の情報環境整備事業（小中学校学習用端末等整備事業） 

（４） 学校教育指導員配置事業（プログラミング教育支援員） 

（５） 就学支援相談員配置事業 

（６） 特別支援教育支援員配置事業 

（７） 教育支援センター事業 

（８） 学校適正化事業 

（９） 小中学校就学援助事業（要保護・準要保護） 

（１０）学校部活動改革事業 

（１１）中学生海外派遣研修事業 

 

【学校給食センター】 

（１）  学校給食事業 

 

【生涯学習課】 

（１）  学習支援事業（まなびールーム） 

（２）  家庭教育支援事業（訪問型を含む） 

（３）  公民館事業 

（４）  青少年育成事業 

（５）  スポーツ推進事業 

（６）  文化財保護事業 

（７）  人権教育事業 

（８）  図書館管理運営事業 

（９）  市民プール管理事業 

（１０） 水郷まちかどギャラリー管理事業 

（１１） 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）事業 
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Ⅰ 教育委員会点検評価に関する概要 

 

１ 点検・評価の趣旨 

  「地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）」第２６条

第１項の規定に基づき、教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について

点検、評価等を行いました。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教

育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項）の規定によ

り事務局職員等に委任された事務を含む。を含む。）の管理及び執行の状況について

点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出すると

ともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、その前項の点検及び評価を行うにあたっては、教育に関し学識経

験を有する者の知見の活用を図るものとする。 

 

２ 点検・評価の対象等 

  令和６年度の点検・評価については、潮来市第７次総合計画後期基本計画及び第２期

潮来市教育振興基本計画に基づく、主な取組と具体的施策のうちから２３事業を対象に

事業内容等について、点検・評価を行いました。 

 

３ 潮来市教育委員会評価委員（２名） 

氏 名 備 考 

 大﨑 一寿 学識経験者 

 黒須 勝己 同上 

 

４ 点検評価の実施に関する主な経過 

日程  内容等 

令和６年 ９月１０日 

令和６年１０月１１日 

令和６年１０月３１日 

 

令和６年１１月１５日 

令和６年１１月２９日 

令和６年１２月１３日 

令和６年１２月２７日 

令和７年 １月１７日 

令和７年 １月２５日 

教育委員会での点検・評価表等の作成等依頼 

教育委員会での点検・評価表のとりまとめ 

教育委員会から委員に対して点検・評価表等の資料送付 

及び諮問 

委員に対し点検・評価等に関する質疑回答書の送付 

委員からの点検・評価表等に関する意見書提出 

委員へ点検・評価等に関する報告書（案）の送付 

委員からの点検・評価等に関する報告書（案）の確認報告 

教育長に対する点検・評価等に関する報告（答申） 

令和７年第１回潮来市教育委員会定例会へ「点検・評価報

告書（令和５年度事業）」を提出 
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Ⅱ 第２期潮来市教育振興基本計画について 

 

１ 第２期教育振興基本計画について 

  潮来市教育委員会では、教育基本法第１７条第２項に基づき、２０１８年（平成３０

年）に本市の教育方針及び教育指針を示した「潮来市教育振興基本計画（２０１９－２

０２３）」を策定しました。第１期の計画では、教育を巡る社会動向や潮来市の課題を

踏まえて、「みんなが学び 未来を拓く 潮来の教育・人づくり」をテーマとした教育

と生涯学習に関わる基本的な計画を策定し、学校や家庭、地域等と連携して施策や事業

に取り組んできました。 

第１期の期間では、新型コロナウィルスの感染拡大や国際情勢の不安定化により、日

常の生活が大きく左右され、教育や生涯学習を巡る環境や価値観等が大きく変化しまし

た。このような背景を踏まえ、時代の変化に沿った教育の振興及び生涯学習の推進を図

るため、これまでの計画を見直し、「第２期潮来市教育振興基本計画（生涯学習推進計

画を含む）」を２０２４年（令和６年３月）に策定しました。 

 

２ 潮来市の教育目標 

 （１）自ら学び自ら考える力を育てる教育の推進 

 （２）豊かな心と将来への夢をはぐくむ教育の推進 

 （３）社会の変化に対応して主体的に生きる力を育てる教育の推進 

 

３ 第２期潮来市教育振興基本計画のテーマ 

 

    みんなが学び 未来を拓く 潮来の教育・人づくり 

 

４ 第２期潮来市教育振興基本計画の基本方針 

 

✓ 本市が抱える課題と社会変化に適応し、今後５年間の将来を見据えた「めざす教

育」を実現するための計画として策定します。 

✓ 本市の教育目標を前提としつつ、第７次潮来市総合計画後期基本計画における教

育・文化分野を基本指針とし、課題や目標、方針について整合を図った計画とし

ます。 

✓ 学校教育を中心に、就学前教育や子ども・若者の育成、生涯学習、スポーツ・レ

クリエーション、地域文化の振興等の生涯学習推進計画を含めた教育・文化分野

の総合的な計画とします。 

✓ 子どもから高齢者まで全ての市民を対象とし、生涯学び続けることができる環境

を目指した計画とします。 

✓ 市民の誰もが、基礎的な学力を身に付けられ、才能や個性を得意な分野で生かし、

活躍することを目指す計画とします。 

✓ 水郷潮来の自然環境や地域文化等を生かし、本市にふさわしい特色と魅力ある教

育施策を設定します。 
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５ 第２期潮来市教育振興基本計画の視点≪３つの視点≫ 

① 社会の持続的な発展に貢献できる人材の育成 

② 一人一人の可能性を引き出す共生社会に向けた教育の推進 

③ 家庭や地域で共に学び支え合う社会の実現 

 

６ 第２期潮来市教育振興基本計画の基本施策 ≪５つの基本施策≫ 

【基本施策１】 自主性・自立性を持ち、社会の変化に対応できる力の育成 

≪主な取組≫ 

（１）確かな学力を育む質の高い教育の推進 

（２）豊かな心を育む教育・主体的に社会の形成に参画する態度の育成 

（３）健やかな体を育む教育の推進 

（４）ＩＣＴ活用教育の推進 

（５）社会で活躍できるたくましい人材の育成 

（６）教職員が働きやすい環境づくり 

【基本施策２】 子どもたちの学習環境の整備 

≪主な取組≫ 

（１）切れ目のない教育支援体制の充実 

（２）学校施設や通学等の安全対策の充実 

（３）より良い学習環境を持続する学校適正化や学校連携の推進 

（４）教育データの利活用推進 

（５）学校給食の充実と環境整備 

【基本施策３】 みんなが参加し学びを支える環境づくり 

≪主な取組≫ 

（１）就学前教育の充実と小学校教育への円滑な接続 

（２）学校と地域との連携・協働（コミュニティ・スクールの推進） 

（３）家庭の教育力の向上と子どもの居場所づくり 

（４）子どもの貧困、ヤングケアラー等への対策の充実 

（５）青少年育成活動の推進 

（６）部活動の支援と地域移行の推進 

【基本施策４】 生涯にわたり学び活躍できる場の充実 

≪主な取組≫ 

（１）生涯学び、活躍できる生涯学習機会の充実 

（２）生涯学習やまちづくりを牽引する人材の育成と学習成果の活用 

（３）生涯学習の拠点となる公民館や市立図書館等の充実 

（４）ＩＣＴ活用による生涯学習活動の活性化 

（５）国際理解の推進 

（６）「市民一人１スポーツ」の推進 

（７）水辺を生かしたスポーツの振興・鹿島アントラーズとの連携強化 

（８）スポーツ・レクリエーションを支える環境の充実 
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【基本施策５】 郷土の誇りとなる水郷文化の継承と創造 

≪主な取組≫ 

（１）文化・芸術活動の振興 

（２）水郷文化の保存と次世代への継承 

（３）文化・芸術活動を支える環境の充実 

（４）水郷文化を生かした文化交流の促進 

 

 

７ 潮来市第７次総合計画後期基本計画 

及び第２期潮来市教育振興基本計画等における数値的目標 

   

【基本施策１】 自主性・自立性を持ち、社会の変化に対応できる力の育成 

■主な数値目標 

指 標 令和６年度 

(２０２４) 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

令和９年度 

（２０２７） 

目標値 

（２０２８） 

茨城県学力診断のた

めのテストにおける

全学年，全教科の県

の平均正答率 

    

県平均を全

学年，全教科

で上回る 

 

【基本施策２】 子どもたちの学習環境の整備 

■主な数値目標 

指 標 令和６年度 

(２０２４) 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

令和９年度 

（２０２７） 

目標値 

（２０２８） 

      

      

市内小中学校の給

食における地元産

品の品目（年間使用

品目） 

    ２４品目 

 

【基本施策３】 みんなが参加し学びを支える環境づくり 

■主な数値目標 

指 標 令和６年度 

(２０２４) 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

令和９年度 

（２０２７） 

目標値 

（２０２８） 

コミュニティ・スク

ールの導入校 
    

すべての 

学校 

家庭教育学級参加

者数 
    １，０００人 

青少年相談員によ

るパトロール回数 
    １５回／年 
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【基本施策４】 生涯にわたり学び活躍できる場の充実 

■主な数値目標 

指 標 令和６年度 

(２０２４) 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

令和９年度 

（２０２７） 

目標値 

（２０２８） 

公民館の利用者数 
    

９９，３００

人 

各種講座の市民講

師の登録者数 
    ２０人 

図書館来館者数 
    

２１５，００

０人 

学校開放事業にお

ける利用者数 
    

１８８，００

０人 

水郷潮来シティレ

ガッタの参加者数 
    ５５０人 

スポーツ・アスリー

トによる講演会等

実施学校数 

    ６校／年 

スポーツ大会・合宿

による施設利用者

数 

    
２０，０００

人／年 

 

【基本施策５】 郷土の誇りとなる水郷文化の継承と創造 

■主な数値目標 

指 標 令和６年度 

(２０２４) 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

令和９年度 

（２０２７） 

目標値 

（２０２８） 

市民文化祭参加者

数 
    １，０００人 

伝統文化・文化財の

保全活動 
    ３回／年 

 

第２期潮来市学校適正化計画 

■主な数値目標 

指 標 令和６年度 

(２０２４) 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

令和９年度 

（２０２７） 

目標値 

（２０２９） 

学校適正化（統合） 

による小中学校数 
  

小学校４校 

中学校３校 

小学校４校 

中学校３校 

小学校４校 

中学校１校 

 

 

７ 第２期潮来市教育振興基本計画の推進 

（１） 第２期潮来市教育振興基本計画の進行管理 

基本計画における施策や事業については、各所管課が毎年度の実施計画等へ位置

づけ、進捗状況を確認し、最終年度には数値目標の達成状況の確認や効果の検証を

行います。また、結果を踏まえて、目指す方向性や具体的施策や事業を見直し、次

期計画の策定に生かします。 
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（２） 第２期潮来市教育振興基本計画の推進体制 

第２期計画では、「多様な主体の参加による、学びを支える環境づくり」を基本  

施策に位置づけており、学校や保護者、地域の住民、関係団体、企業等に対して、

計画の周知を図るとともに、様々な活動主体が互いに協働・連携して計画を推進し

ます。 

 

 

Ⅲ 教育委員会の活動状況 

 

１ 教育委員会とは 

  教育委員会は、都道府県及び市町村等におかれる合議体の執行機関となります。創造

的で人間性豊かな人材を育成するため、生涯学習の推進をはじめ、教育、文化、スポー

ツの振興など幅広い分野にわたる教育行政を一体的に推進していくうえで、重要な役割

を担っています。 

 

２ 教育長及（１名）び教育委員（４名） 

  教育長及び教育委員については、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第

１項及び第２項の規定に基づき、「本市の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教育

行政に関し識見等を有するもののうちから、市長が議会の同意を得て任命する」ことと

なっています。 

  また、同法第５条第１項に基づき、教育長が３年、教育委員は４年の任期であり、同

条第２項の規定に基づき、再任も可能となっています。 

 

 ◎教育委員会委員名簿（基準日：2024.3.31） 

職 名 氏 名 任 期 

教育長 横田 直樹 2021. 5.21 ～ 2024. 5.20 

教育長職務代理者 小松﨑 修平 2020.12.23 ～  2024.12.22 

委員 飯田 三矢子 2021.10.1  ～ 2025. 9.30 

委員 茂木 悦男 2021. 6.25  ～ 2025. 6.24 

委員 村田 茂穂 2022.12.22  ～ 2026.12.21 

※2024.6.1～ 教育長 塙 誠一 
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＊地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

（任命） 

第４条 教育長は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、

教育行政に関し識見を有するもののうちから、地方公共団体の長が、議会の同意を

得て、任命する。 

２ 委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教育、

学術及び文化（以下単に「教育」という。）に関し識見を有するもののうちから、地

方公共団体の長が、議会の同意を得て、任命する。 

３～５ （略） 

（任期） 

第５条 教育長の任期は３年とし、委員の任期は４年とする。ただし、補欠の教育長

又は委員の任期は、前任の残任期間とする。 

２ 教育長及び委員は、再任されることができる。 

 

３ 教育委員会会議等の開催状況 

  教育委員会会議には、定例会と臨時会があります。会議は、原則公開とし、議案等の

審議結果については、市教育委員会ホームページにおいて公開しました。 

（１） 教育委員会会議（2023.4 月～2024.3 月） 

会議 

（回数） 

開催日 報告等 議案等 案件等 

（議案：ぎ、報告：ほ、その他：他） 

定例会 

（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023.4.25 ２件 １４件 ほ：教育機関の人事異動に対する同意の専

決について 

ほ：教育機関の会計年度任用職員の採用に

対する同意の専決について 

ぎ：令和５年度潮来市教育行政目標につい

て 

ぎ：潮来市教育支援委員会調査員の任命に

ついて 

ぎ：潮来市立学校評議員の委嘱について 

ぎ：潮来市青少年相談委員の委嘱について 

ぎ：潮来市放課後子ども教室運営委員の委

嘱について 

ぎ：潮来市学習支援事業運営委員会委員の

委嘱について 

ぎ：潮来市集会所運営委員の委嘱について 

ぎ：潮来市教育委員会押印等の見直しに伴

う関係規則の整備に関する規則の制定

について 

ぎ：潮来市教育委員会押印等の見直しに伴
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う関係告示の整備に関する告示の制定

について 

ぎ：潮来市教育委員会押印等の見直しに伴

う関係訓令の整備に関する訓令の制定

について 

ぎ：潮来市退職教員ボランティア制度運用

要綱の一部改正について 

ぎ：潮来市教育委員会地方公務員法の一部

を改正する法律の施行に伴う関係訓令

の整備に関する訓令の制定について 

ぎ：潮来市学校適正化実施計画策定会議設

置要綱の一部改正について 

ぎ：令和５年度潮来市立小・中学校要保護・

準要保護児童生徒の認定について 

定例会 

（２） 

 

2023.5.26 ０件 ２件 ぎ：潮来市給食センター運営委員会委員の

委嘱について 

ぎ：潮来市教育委員会後援に関する事務取

扱要綱の制定について 

定例会 

（３） 

 

 

2023.6.27 ０件 ３件 ぎ：潮来市教育振興基本計画・潮来市学校

適正化策定委員会設置要綱の一部改正

について 

ぎ：潮来市文化財保護審議会委員の委嘱に

ついて 

ぎ：令和５年度潮来市立小・中学校要保護・

準要保護児童生徒の認定取消しについ

て 

定例会 

（４） 

2023.7.25 ０件 ４件 ぎ：令和６年度使用小学校及び中学校教科

用図書の採択について 

ぎ：潮来市社会教育委員・潮来市公民館運

営審議会委員の委嘱について 

ぎ：潮来市指定文化財の指定について 

ぎ：潮来市訪問型家庭教育支援員の委嘱に

ついて 

定例会 

（５） 

 

 

 

 

2023.8.25 ０件 ３件 ぎ：潮来市運動施設条例施行規則の一部改

正について 

ぎ：津知小学校コミュニティ・スクール協

議会委員の任命について 

ぎ：令和５年度潮来市立小・中学校要保護・

準要保護児童生徒の認定取消しについ
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 て 

定例会 

（６） 

 

 

 

 

2023.9.26 １件 ９件 ほ：令和５年度潮来市一般会計補正予算（第

６号）の議会提出に対する同意の専決

について 

ぎ：潮来市立学校管理規則の一部改正につ

いて 

ぎ：潮来市児童生徒の就学すべき学校指定

に関する規則の一部改正について 

ぎ：潮来市就学援助実施要項の一部改正に

ついて 

ぎ：事務職員の標準的な事務の内容及びそ

の例並びに職務の遂行に関する規程の

制定について 

ぎ：潮来市外国語指導助手派遣業務プロポ

ーザル選定委員会設置要綱の制定につ

いて 

ぎ：潮来市教育支援委員会委員の委嘱につ

いて 

ぎ：令和５年度潮来市立小・中学校要保護・

準要保護児童生徒の認定について 

ぎ：令和５年度潮来市立小・中学校要保護・

準要保護児童生徒の認定取消しについ

て 

ぎ：潮来市教育行政評価委員の委嘱につい

て 

定例会 

（７） 

2023.10.24 ０件 ０件 教育委員会所管に関する質疑 

定例会 

（８） 

2023.11.24 ０件 １０件 ぎ：潮来市立公民館の設置及び管理等に関

する条例の一部改正について 

ぎ：潮来市立公民館管理運営規則の一部改

正について 

ぎ：潮来市立公民館長及び主事等謝礼金支

給要綱の制定について 

ぎ：潮来市運動施設条例の一部改正につい

て 

ぎ：潮来市運動施設条例施行規則の一部改

正について 

ぎ：潮来市地域学校活動推進員設置要綱の

制定について 
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ぎ：潮来市スポーツ大会出場奨励金交付要

綱の一部改正について 

ぎ：潮来市社会教育委員・潮来市公民館運

営審議会委員の委嘱について 

ぎ：潮来市文化財保護審議会委員の委嘱に

ついて 

ぎ：潮来市スクールバス等事業者支援事業

（燃料価格高騰対策）補助金交付要綱

の制定について 

定例会 

（９） 

 

2023.12.26 

 

０件 

 

５件 

 

ぎ：潮来市中学生自転車用ヘルメット支給

要綱の制定について 

ぎ：潮来市立図書館システム更新業務委託

プロポーザル選定委員会設置要綱の制

定について 

ぎ：潮来市指定文化財の指定解除について 

ぎ：潮来市スポーツ推進委員の委嘱につい

て 

ぎ：令和５年度潮来市立小・中学校要保護・

準要保護児童生徒の認定について 

定例会 

（１０） 

 

 

 

2024.1.25 ２件 ２件 ほ：令和５年度潮来市一般会計予算（第７

号）の議会提出に対する同意の専決に

ついて 

ほ：令和５年度（令和４年度事業）潮来市

教育委員会点検・評価報告書について 

ぎ：令和５年度潮来市立小・中学校要保護・

準要保護児童生徒の認定について 

ぎ：令和５年度潮来市立小・中学校要保護・

準要保護児童生徒の認定取消しについ

て 

定例会 

（１１） 

 

 

2024.2.26 

 

０件 

 

 

４件 

 

 

 

ぎ：潮来市立学校管理規則の一部を改正す

る規則について 

ぎ：潮来市立学校評議員設置要綱を廃止す

る要綱について 

ぎ：潮来市立小学校統合に係る学用品等支

給要綱の一部を改正する規則について 

ぎ：令和５年度潮来市立小・中学校要保護・

準要保護児童生徒の認定について 

臨時会 

（１） 

2024.3.14 ０件 １件 ぎ：令和６年度教職員定期人事異動の内示 

について 



11 

 

定例会 

（１２） 

 

 

 

 

 

 

2024.3.26 ２件 ２件 ほ：令和５年度潮来市一般会計補正予算(第

９号)の議会提出に対する同意の専決

について 

ほ：令和６年度潮来市一般会計予算の議会

提出に対する同意の専決について 

ぎ：学校薬剤師の委嘱について 

ぎ：令和６年度潮来市立小・中学校準要保

護児童生徒の認定について 

開催回数 ：１３回 

案件数  ：６６件 

・報 告： ７件 

・議 案：５９件 

〇定例会：１２回（報告 ７件、議案５８件） 

〇臨時会  １回（報告 ０件、議案 １件） 

 

 

（２） 主な行事等（令和５年度） 

 日 付 内容等 

 

 

令

和 

５ 

年 

4月 3日 令和５年度始教職員辞令交付式 

4月 6日 小学校入学式 

4月 7日 中学校入学式 

5月 27 日 中学校体育祭（潮来一中、潮来二中、日の出中、牛堀中） 

6月 3日 津知小・日の出小・牛堀小運動会 

9月 30 日 潮来小運動会 

10月 14 日 延方小運動会 

令

和

６

年 

2月 26 日 総合教育会議 

3月 11 日 中学校卒業式 

3月 19 日 小学校卒業式 

3月 29 日 令和５年度末教職員異動辞令交付式 

 

 

Ⅳ 潮来市教育委員会点検・評価表について 

 

１ 潮来市教育振興基本計画各基本施策の主な取組と具体的施策等について 

  ＊別添のとおり 

 

２ 潮来市教育委員会点検・評価表（自己評価関係） 

【学校教育課関係】 

（１） 非常勤講師配置事業（ＴＴ配置事業） 

（２） 英語指導助手派遣事業 

（３） 学校の情報環境整備事業（小中学校学習用端末等整備事業） 

（４） 学校教育指導員配置事業（プログラミング教育支援員） 
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（５） 就学支援相談員配置事業 

（６） 特別支援教育支援員配置事業 

（７） 教育支援センター事業 

（８） 学校適正化事業 

（９） 小中学校就学援助事業（要保護・準要保護） 

（１０）学校部活動改革事業 

（１１）中学生海外派遣研修事業 

 

【学校給食センター】 

（１）  学校給食事業 

 

【生涯学習課】 

（１）  学習支援事業（まなびールーム） 

（２）  家庭教育支援事業（訪問型を含む） 

（３）  公民館事業 

（４）  青少年育成事業 

（５）  スポーツ推進事業 

（６）  文化財保護事業 

（７）  人権教育事業 

（８）  図書館管理運営事業 

（９）  市民プール管理事業 

（１０） 水郷まちかどギャラリー管理事業 

（１１） 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）事業 

 

 

 

 



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

*改行はAlt+Enter
（選んでください）

新規・継続・休止 経常 基本施策 ４－１ 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策１

（１）

事業開始年度

事業終了年度

*改行はAlt+Enter

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

－ －

一般財源

〇

〇

〇

〇

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

非常勤講師を採用するにあたり、採用基準を設けている。そのうえで、職務
に対する意欲や識見などが確認でき、質の高い人材確保が可能となる。

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後
の方向性を判断する]

市内各小中学校における教職員の配置等について、児童生徒一人一人の実態
に応じたきめ細やかな学習体制や児童生徒の苦手な教科の人的な充実等を図
り、主体的・対話的な深い学びを推進するためには、重要な事業である。

５．事業の廃止・休止を検討

評価委員コメント欄

３．別の手法を検討する必要がある

１．事業の重点化・拡充する

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

１．目的達成のために効果的な手法である

２．目的達成のために効果が薄い手法である

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

各小中学校の状況等を踏まえ、指導室の調整等により、各小中学校の希望に
添った配置を図った。

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

配置することで児童生徒の対するきめ細やかな指導が可能となっている。

３．目標とする成果が得られなかった

１．費用と効果のバランスが良い

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

１．目標よりも大きな成果が得られた

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

目標・成果値 8名 100% 目標・成果値（予定） ８名 100%

目標・成果値
の根拠等

配置希望のある小中学校への市費非常勤講師の配置 目標・成果値の根拠等 配置希望のある小中学校への市費非常勤講師の配置

事業費 事業費

財
源
内
訳

財源内訳

〇市内小学校配置状況（予定：７名）
・潮来小学校　　　１名
・津知小学校　　　１名
・延方小学校　　　２名
・日の出小学校　　２名
・牛堀小学校　　　１名

〇市内中学校配置状況：（予定：１名）
・潮来第一中学校　　１名

〇市内小学校配置状況（予定：７名）
・潮来小学校　　　１名
・津知小学校　　　１名
・延方小学校　　　２名
・日の出小学校　　２名
・牛堀小学校　　　１名

〇市内中学校配置状況：（予定：１名）
・潮来第一中学校　　１名

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

0

19,995,085 一般財源 27,848,000

0 地方債 0

19,995,085 27,848,000

0 国庫支出金 0

0 県支出金

学校教育課 グループ名 学校教育G

１．事 業 名 非常勤講師配置事業（TT配置事業）

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

＊＊＊

ソフト 補助・単独
具体的施策 自主性・自立性を育む教育の推進

３．教育振興
基本計画体系

自主性・自立性を持ち、社会の変化に対応できる力の育成

確かな学力を育む質の高い教育の推進 ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

１－１－１ 基礎的な学習の充実 ７．予算科目コード・事業名 0901020022 TT配置事業

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

市内小中学校において、少人数指導加配教員の配慮がない学校に非常勤講師を配置する。
ティームティーチング（TT）による学習指導を授業等に取り入れ、児童生徒へのきめ細やか
な指導を実施する。

市内小中学校

４．事業期間
平成２６年度 ８．根拠法令・個別計画 市町村立学校職員給与負担法

９．目標又は成果指標の内容

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

１学級あたり児童生徒の多い学級の支援又は県費負担加配教職員の配置できない学級に対し
て、市費で非常勤講師を採用し、市内小中学校の学習等の指導差の解消を行う。

【現状】
県費負担加配教職員は、学級数の多い学校（２クラス以上）への配置になることか
ら、本市のような各学校の学級数の少ない学校へは講師等の配置が困難な状況にあ
る。そのため、市費で非常勤講師を採用し、配置が必要な小中学校に配置し、教育の
格差等を無くすようにしているが、特に小学校における配置の必要性が高い。配置に
ついては、各小中学校からの要請等に基づき、指導室において当該校の現状を踏ま
え、配置について対応等を図っている。

【課題】
〇人材（講師：教員免許所持者）の確保
〇市費非常勤講師を配置するための基準
〇財源の確保等

茨城県学力診断テストにおける全学力・全教科の県平均正答率



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

*改行はAlt+Enter
（選んでください）

新規・継続・休止 経常 基本目標 ４－１ 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策1

(５)

事業開始年度

事業終了年度

*改行はAlt+Enter

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

〇

〇

〇

〇

５．事業の廃止・休止を検討

評価委員コメント欄

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後
の方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

地方債

その他

30,756,000 一般財源 32,340,000

１３．令和２年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

目標・成果値
の根拠等

ALT派遣した小中学校及び認定こども園 目標・成果値の根拠等 ALT派遣した小中学校及び認定こども園

事業費 30,756,000 事業費 32,340,000

財
源
内
訳

財源内訳 国庫支出金

県支出金

② 対象（誰・何に）

生きた英語に直接触れることで、児童生徒の英語に関する興味や関心を高め、外国語による
実践的コミュニケーション能力向上及び国際理解に関する教育の推進を図る。

○市内小中学校の児童生徒
○潮来市立あやめこども園園児

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

令和３年度から令和５年度まで公募型プロポーザルで選定された事業者によ
り、英語を通じ異言語や文化への児童生徒の理解を深め、英語を話すことや聞
くことなど児童生徒の実践的なコミュニケーション能力の育成、向上を図る。
また、教職員と共に、教材活用方法をはじめ、効果的な外国語教材及び学習プ
ログラム、指導方法等のにより英語教育等の資質向上を行った。
令和5年度で契約終了のため、同年、公募型プロポーザルを実施し、新たな事
業者を選定した。

〇英語指導助手配置事業（３年目）
・小学校及び認定こども園（５校・１園）３名：12,276,000円
・中学校（４校）：４名　18,480,000円

同左
〇英語指導助手配置事業（１年目）
・小学校及び認定こども園（５校・１園）３名：13,860,000円
・中学校（４校）：４名：18,480,000円

目標・成果値 ９校・１園 100% 目標・成果値（予定） ９校・１園 100%

令和元年度まではJETプログラム（語学指導等を行う外国青年招致事業）から、令和２年度
に外国語指導助手派遣業務を委託事業とし、外国語指導員の欠員補充をはじめ、外国語指導
員研修等により資質の向上を図り、教員との協働による授業等を行い、外国語指導業務の円
滑かつ効果的な体制を構築し、児童生徒の実践的なコミュニケーション能力の育成、向上を
図る。また、令和６年度に向け、児童生徒に対し、より安定し質の高い外国語助手派遣を行
うため、公募型プロポーザル方式により業者選定を実施した。

【現状】
派遣により各小中学校へ外国人英語助手を配置している。
○中学校(ALT：４名)　月曜日～金曜日　８：３０～１６：３０
○小学校(ALT：３名)　月曜日～金曜日　８：３０～１５：３０

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

９．目標又は成果指標の内容 茨城県学力診断のためのテストにおける平均回答率

自主性・自立性を待ち、社会の変化に対応できる力の育成

社会で活躍できるたくましい人材の育成 ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

1-5-1 国際化教育の充実 ７．予算科目コード・事業名 009644 英語指導助手配置事業

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か）

学校教育課 グループ名 学校教育G

１．事 業 名 英語指導助手派遣事業

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけソフト 補助・単独
具体的施策 自主性・自立性を育む教育の推進

３．教育振興
基本計画体系

４．事業期間
平成１３年度 ８．根拠法令・個別計画



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

*改行はAlt+Enter
（選んでください）

新規・継続・休止 経常 基本目標 4-1 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策１

（４）

事業開始年度

事業終了年度

*改行はAlt+Enter

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

〇

〇

〇

〇

学校教育課 グループ名 学校教育G

１．事 業 名 学校の情報環境整備事業

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけソフト 補助・単独
具体的施策 情報教育の推進

３．教育振興
基本計画体系

自主性・自立性を持ち、社会の変化に対応できる力の育成

ICT活用教育の推進 ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

１－４－１

目標・成果値
の根拠等

児童生徒に対するタブレット整備率 目標・成果値の根拠等 児童生徒に対するタブレット整備率

事業費 17,480,496 事業費 17,931,000

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後
の方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

導入から５年目となり、様々な課題等も判明してきており、現状を維持しつつ、次
期更新までの準備等を計画的に進めていくことが必要である。
令和７年度に更改時期となるため、国や県、近隣市町村の動向も含め慎重に検討を
行う。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

評価委員コメント欄

デジタル活用の推進 ７．予算科目コード・事業名 2700000 小学校学習用端末等整備事業/中学校学習用端末等整備事業

子供たち一人一人に「誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学び」を実現す
べく、本市の小中学校において、児童生徒に1人1台の学習用端末の整備等を行うことで、災
害や感染症の発生等による学校の臨時休業等の緊急時においても、ICTを活用しにより全て
の子供たちの学びを保障できる環境を実現する。

市内小中学校児童生徒及び学校教職員

・児童生徒用学習端末整備　2,100台
（児童生徒用1,７６４台、教職員用３２４台、予備機等12台）
（iPad、保護キーボードケース、タッチペン、充電器、保護フィルム）
・ソフトウェア（MDM、フィルタリングソフト、ロイロノート等）
・運用支援（ICT支援員、教職員研修）

小学校学習用端末等整備事業（8,53２千円）
小学校回線通信料（30７千円）
小学校システム保守他（2,779千円）
中学校学習用端末等整備事業（3,362千円）
中学校回線通信料（291千円）
中学校システム保守他（2,213千円）

・児童生徒用学習端末整備　2,100台
（児童生徒用1,７１１台、教職員用３７７台、予備機等12台）
（iPad、保護キーボードケース、タッチペン、充電器、保護フィルム）
・ソフトウェア（MDM、フィルタリングソフト、ロイロノート等）
・運用支援（ICT支援員、教職員研修）

小学校学習用端末等整備事業（8,53２千円）
小学校回線通信料（372千円）
小学校システム保守他（2,992千円）
中学校学習用端末等整備事業（3,362千円）
中学校回線通信料（342千円）
中学校システム保守他（2,331千円）

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

４．事業期間
令和２年度 ８．根拠法令・個別計画 学校教育の情報化に関する法律/小・中学校学習指導要領/第４期教育振興基本計画/第２期潮来市教育振興基本計画

９．目標又は成果指標の内容

目標・成果値 児童生徒数１，７６４名 100% 目標・成果値（予定） 児童生徒数１，７１１名 100%

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

学習内容や取り組み方の検討
学習用端末等の維持管理
ソフトウェアやオペレーティングシステムのアップデート等の維持管理
教育情報セキュリティ対策
教職員等へのICT研修の実施

【現状】
〇児童生徒や教職員のICTを活用した学習が定着してきている。
〇機器の破損や紛失等の発生
【課題】
〇ICTを活用した授業内容や取り組み方法を工夫しながら実施しているが、学習成果に結びつ
いているか検証が必要
〇故障や破損について、規程等整備はしているが、明確な負担の判断が困難
〇児童生徒の持ち帰り時等の利用状況や管理
〇端末の年度更新作業の負担軽減策の検討
〇次期更改時の調達や財源。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

0

0 その他 0

15,118,496 一般財源 16,347,000

財
源
内
訳

2,362,000 財源内訳 国庫支出金 1,584,000

0 県支出金 0

0 地方債

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である

公立小中学校ということで、市が積極的に取り組む事業と考えられる。２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた

児童生徒に1人1台の学習用端末の整備が完了し、順調に運用・利活用が進んでいる。２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い

現状では賃貸借経費は低減されているが、更新時期には高額な費用が必要となって
くることが想定される。

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

*改行はAlt+Enter
（選んでください）

新規・継続・休止 経常 基本目標 ４－１ 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策１

（４）

事業開始年度

事業終了年度

*改行はAlt+Enter

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

〇

〇

〇

〇

学校教育課 グループ名 学校教育G

１．事 業 名 学校教育指導員配置事業（プログラミング教育支援員）

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけソフト 補助・単独
具体的施策 情報教育の推進

３．教育振興
基本計画体系

自主性・自立性を持ち、社会の変化に対応できる力の育成

ICT活用教育の推進 ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

１－４－１

目標・成果値
の根拠等

ICT支援員の活用校 目標・成果値の根拠等 ICT支援員の活用校

事業費 3,236,196 事業費 3,727,000

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後
の方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

次世代を担う児童生徒の「情報活用能力」の資質向上や教職員の負担軽減を図るた
め、ICT支援員は必要である。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

評価委員コメント欄

デジタル活用の推進 ７．予算科目コード・事業名 ２３０１０２８８５０ 学校教育指導員配置事業

新型コロナウイルス感染症感染拡大により教育のICT（Information and Communication
Technology）化の必要性が高まり、GIGA（Global and Innovation Gateway for All）
スクール構想に基づく、市内小中の児童生徒１人１台PC（ﾀﾌﾞﾚｯﾄ）と高速大容量の通信
ネットワークを整備等が進んだ。児童生徒に最適化された創造性を育む教育の実現を目指す
ため、プログラミング教育支援員（以下「ICT支援員」という。）の配置が重要となってい
る。本市においては、ICT支援員を配置し児童生徒へのICT機器を活用した授業又は教職員の
業務効率化などのサポートを実施している。

市内小中学校児童生徒及び教職員

配置状況：ICT支援員（会計年度任用職員）１名
〇勤務日：１週間あたり４日
〇勤務時間：１週間あたり２９時間
〇主な活動内容
・プログラミング教育支援関係：授業等の支援２９回（各小中学校）
・教育情報ネットワーク（教育機関専用）及びICT活用授業関係：５月～３月

配置状況：ICT支援員（会計年度任用職員）１名
〇勤務日：１週間あたり４日
〇勤務時間：１週間あたり２９時間
〇主な活動内容
・プログラミング教育支援関係：授業等の支援２９回（各小中学校）
・教育情報ネットワーク（教育機関専用）及びICT活用授業関係：５月～３月

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

４．事業期間
令和元年度 ８．根拠法令・個別計画 潮来市学校教育指導会計年度任用職員設置要綱

９．目標又は成果指標の内容 茨城県学力診断のためのテストにおける平均回答率

目標・成果値 ９校 100% 目標・成果値（予定） ９校 100%

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

日常的な教職員の業務等に対し連携を図りながら、次のとおり業務等を実施している。
〇授業で使用するICT機器の準備等
〇児童生徒、教職員に対するICT等に関する操作支援
〇授業等で使用するソフト等に関する支援
〇教職員に対する研修に関する支援
〇その他、学校等におけるICT活用に関すること。

【現状】
小中学校への訪問や教職員等の問合せに対し、ICT教育等に関するアドバイスや指導
等を行い、研修会の開催を実施している。

【課題】
市内小中学校に対しプログラミング教育支援をはじめ、教育情報ネットワーク、ICT
を活用した授業など児童生徒や教職員への支援等を行うにあたり、現在ＩＣＴ支援員
が１名であり人的、財政的な面等が課題がある。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

0

0 その他 0

3,236,196 一般財源 3,727,000

財
源
内
訳

0 財源内訳 国庫支出金 0

0 県支出金 0

0 地方債

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である

GIGAスクール構想に基づくものであるため、ICT支援員と教職員と連携し、児童生
徒への対応等が図れた。

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた

各小中学校からのITC教育関連等の問合せに対し、適切に対応が図れている。２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い

小中学校の情報化環境整備等にあたり、児童生徒や教職員等への支援等が図れた。２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

*改行はAlt+Enter
（選んでください）

新規・継続・休止 経常 基本目標 ４－１ 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策３

(１)

事業開始年度

事業終了年度

*改行はAlt+Enter

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

〇

〇

〇

〇

５．事業の廃止・休止を検討

評価委員コメント欄

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後
の方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

就学前の児童や保護者等が、様々な悩みや不安について気軽に相談ができ、
関係機関と連携ものと安心して学校生活を送れる環境づくりが重要であるた
め、引き続き、就学支援相談員の配置を実施していく。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い

子育て支援課の移動発達相談と共に、巡回相談を実施するなど、相談員が自
ら関係機関と連携し、幼児児童の把握や支援等に努めている。

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である
より手厚い教育を受けられるようにするためには、早い段階からの対象児の
把握が必要であり、関係機関と連携を図ることなど、就学におけるコーディ
ネーター役として、市が当分の間、実施すべきものであると考える。

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

地方債

その他

1,625,576 一般財源 1,882,000

１３．令和２年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた

少子化が進む中、相談件数が年々増加傾向にある。就学支援相談員を配置す
ることにより支援体制や関係機関との情報共有等が可能となった。

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

目標・成果値
の根拠等

相談員の勤務日数（５２週×３日）×１日相談１件＝１５６件 目標・成果値の根拠等 相談員の勤務日数（５２週×３日）×１日相談１件＝１５６件

事業費 2,437,576 事業費 2,674,000

財
源
内
訳

812,000 財源内訳 国庫支出金 792,000

県支出金

② 対象（誰・何に）

潮来市教育支援委員会の円滑な運営及び心身に障がいを有する幼児児童の就学を支援するた
め、就学支援相談員を配置する。

就学支援相談員は、支援の必要な子ども一人一人を把握し、適切な指導及び必要な支援を図
り、早期からの教育相談、就学支援等を行い、市の教育支援の充実を図ることを目的とす
る。

支援の必要な幼児児童、保護者等

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

〇就学支援相談員数：１名（会計年度任用職員）
・週勤務日：３日間
・週勤務時間：２４時間
・勤務時間：８：３０～１７：１５
〇相談件数
・177件（実人数125名）
〇巡回相談回数（各小学校の特別支援担当教諭と実施）
・１２回
〇指導結果
・支援学校等への入学　　９名
・特別支援学級への入級　９名
・通級（たまに支援学級）２名
・通常学級へ入級　　　４０名

〇就学支援相談員数：１名（会計年度任用職員）
・週勤務日：３日間
・週勤務時間：２４時間
・勤務時間：８：３０～１７：１５

〇相談及び巡回相談

目標・成果値 177件 100% 目標・成果値（予定） 1５6件 100%

就学支援相談員が幼稚園・保育所・認定子ども園等へ巡回相談を実施し、就学に向けたアド
バイスや支援の必要な幼児等一人一人の教育的ニーズの把握を行う。巡回相談の結果は、各
小学校の先生と情報共有等を図り、教育相談や就学等へとスムーズに移行を行う。

【現状】
　幼児期から小学校への接続が難しいことから、就学後に学校において困り感のある
児童がみられた。就学支援相談員の配置後、個々に応じた支援体制が整えられ、福祉
をはじめ、保健センター、学校等の円滑な情報共有等が可能となり、困り感のある児
童も安心して学校生活を送ることができている。また、保護者の相談にも対応等を行
い、自分の子どもに関することについて、関係機関と連携を図りながら実施してい
る。

【課題】
相談件数が年々増加傾向にある。相談内容等についても多様化してきており、関係機
関等との更なる連携強化が重要と考える。また、現在の就学支援相談員が１名である
ため、配置人員の増員や確保等について検討が必要である。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

９．目標又は成果指標の内容 就学支援相談件数(相談体制の充実)

みんなが参加し学びを支える環境づくり

就学前教育の充実と小学校教育への円滑な接続 ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

3-1-3 個に応じた支援体制の充実 ７．予算科目コード・事業名 009562 就学支援相談員配置事業

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か）

学校教育課 グループ名 学校教育G

１．事 業 名 就学支援相談員配置事業

２．事業性質
休止 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけソフト 補助・単独
具体的施策 安心して学べる教育環境づくり

３．教育振興
基本計画体系

４．事業期間
平成29年度 ８．根拠法令・個別計画 潮来市就学支援相談員設置事業



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

*改行はAlt+Enter
（選んでください）

新規・継続・休止 経常 基本目標 ４－１ 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策３

（１）

事業開始年度

事業終了年度

*改行はAlt+Enter

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

○

○

○

○

５．事業の廃止・休止を検討

評価委員コメント欄

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後
の方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

就学前の児童や保護者等が、様々な悩みや不安について気軽に相談ができ、
関係機関と連携ものと安心して学校生活を送れる環境づくりが重要であるた
め、引き続き、就学支援相談員の配置を実施していく。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い

子育て支援課の移動発達相談と共に、巡回相談を実施するなど、相談員が自
ら関係機関と連携し、幼児児童の把握や支援等に努めている。

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である
より手厚い教育を受けられるようにするためには、早い段階からの対象児の
把握が必要であり、関係機関と連携を図ることなど、就学におけるコーディ
ネーター役として、市が当分の間、実施すべきものであると考える。

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

0 地方債 0

0 その他 0

25,984,472 一般財源 35,042,000

１３．令和２年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた

少子化が進む中、相談件数が年々増加傾向にある。就学支援相談員を配置す
ることにより支援体制や関係機関との情報共有等が可能となった。

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

目標・成果値
の根拠等

対象児童への特別支援教育支援員の配置率 目標・成果値の根拠等 対象児童への特別支援教育支援員の配置率

事業費 25,984,472 事業費 35,042,000

財
源
内
訳

0 財源内訳 国庫支出金 0

0 県支出金 0

② 対象（誰・何に）

潮来市立小中学校に在籍する発達障害等を含む障がいのある児童生徒に対して、特別支援教
育支援員を配置することにより、当該児童生徒及び在籍する学級への教育的支援を行うこと
を目的とする。

市内小中学校の児童生徒

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

〇対象児童生徒数
・130名
（知的障害59名・言語障害7名・自閉症・情緒障害64名）

〇配置状況
・小学校　１５名

〇特別支援教育支援員
・勤務日：週２９時間
・勤務時間：８３０～１６：３０

〇対象児童生徒数
・１３2名
（知的障害57名・言語障害0名・自閉症・情緒障害75名）

〇配置状況
・小学校　15名

〇特別支援教育支援員
・勤務日：週２９時間
・勤務時間：８３０～１６：３０

目標・成果値 13名 10% 目標・成果値（予定） 15名 11%

支援員の配置が必要となる児童生徒は、医師の診断の有無にかかわらず、発達障害等を起因
として、学習面又は行動面で特別な支援を必要とする児童生徒又は身体に障がいを有し、学
校生活において日常的な支援の必要な児童生徒に対し、保護者からの同意のもと、学校長の
申請に基づき、特別支援教育支援員を配置する。

〇特別支援教育支援員の主な業務
・基本的生活習慣確立のための日常生活上の支援に関すること。
・学習活動又は教室間の移動における支援に関すること。
・危険な行動の防止等安全配慮に関すること。
・周囲の児童生徒の発達障害等に対する理解促進に関すること。
・その他特別な事情により委員会が必要と認める業務に関すること。

【現状】
市内小学校の特別支援学級の入級児童８５名、中学校の入級生徒４８名となってい
る。本市では、「知的障害」「言語障害」「自閉症・情緒障害」の学級があり、現
在、１３名の特別支援教育支援員が各小学校で勤務している。

【課題】
学校生活において日常的な支援の必要な児童等に対して、学校で必要性を保護者へ説
明しても同意を得られない場合がある。また、特別支援教育支援員の人材確保等が難
しい。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

９．目標又は成果指標の内容

みんなが参加し学びを支える環境づくり

就学前教育の充実と小学校教育への円滑な接続 ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

３－１－３ 個に応じた支援体制の充実 ７．予算科目コード・事業名 010051 特別支援教育支援配置事業

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か）

学校教育課 グループ名 学校教育グループ

１．事 業 名 特別支援教育支援員配置事業

２．事業性質
休止 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけソフト 補助・単独
具体的施策 安心して学べる教育環境づくり

３．教育振興
基本計画体系

４．事業期間
平成29年度 ８．根拠法令・個別計画 潮来市立小中学校特別支援教育支援配置要項



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

*改行はAlt+Enter
（選んでください）

新規・継続・休止 経常 基本施策 ４－１ 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策2

（１）

事業開始年度

事業終了年度

*改行はAlt+Enter

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

〇

〇

〇

〇

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である

児童生徒をはじめ、保護者、教職員など多くの個人情報を扱い、関係機関と連携し
相談者等の対応を行うため、現時点では民間委託には適さないものと考える。

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

【現状】
　通級者の対応や電話、来場による相談のほか、教育支援センター支援員の学校訪問
など、悩みを抱える児童生徒、保護者、教員などの相談方法を行い、不安解消や安心
して学校生活等が送れるよう柔軟かつ効果的な対応を図っている。

【課題】
　不登校児童生徒に対し、学校復帰を支援する諸活動を行うとともに、保護者や教職
員などの多様な対応が求められる中、臨床心理士などの専門的人材の確保が困難であ
り、また、関係機関との連携をはじめ、センターの役割や支援を必要な児童生徒、保
護者等への情報提供等が課題となっている。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

0

0 その他 0

10,325,788 一般財源 12,480,000

財
源
内
訳

0 財源内訳 国庫支出金 0

0 県支出金 0

0

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

目標・成果値
の根拠等

相談員等６人×年間３０件＝１８０件 目標・成果値の根拠等 相談員等６人×年間３０件＝１８０件

市内小中学校における不登校児童生徒対策及び教育相談の充実を図り、学校生活への復帰を
支援する。

市内小中学校の児童生徒、保護者、学校関係者等

教育相談員、支援員による不登校児童生徒の学校復帰活動や保護者、教員等への教育
相談を実施する。

〇令和６年３月末教育支援センター在籍者数
　１１名（小学性５名・中学生６名）
〇延べ相談件数　１５３件
・来所相談　　　　７７件
・電話相談　　　　７２件
・訪問相談　　　　　４件
〇相談支援員の定期的な派遣（週１回各中学校に相談支援員を派遣）
・５８１件

教育相談員、支援員による不登校児童生徒の学校復帰活動や保護者、教員等への
教育相談を実施する。

〇令和６年４月教育支援センター在籍者数
　　４名（小学性１名・中学生３名）
〇相談事業
・来所相談、電話相談、訪問相談を実施
〇相談支援員の定期的な派遣（週１回各中学校に相談支援員を派遣）

目標・成果値 １８０件 100.0% 目標・成果値（予定） １８０件 100%

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

【教育支援センターの人員配置状況】
〇センター長　１名
〇教育相談員　１名
〇支援員　　　４名
【主な業務等】
〇児童生徒、保護者に対する面接による相談や電話による相談
〇不登校児童生徒の通級による学校復帰支援及び居場所づくり
〇定期的な中学校への訪問活動
〇その他、教育相談の全般

子どもたちの学習環境の整備

切れ目のない教育支援体制の充実 ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

２－１－２ いじめ・不登校対策の充実 ７．予算科目コード・事業名 0901020007 教育支援センター事業

学校教育課 グループ名 学校教育G

１．事 業 名 教育支援センター事業

４．事業期間
平成２８年度 ８．根拠法令・個別計画 潮来市教育支援センター設置要綱

９．目標又は成果指標の内容 教育相談件数

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

＊＊＊

ソフト 補助・単独
具体的施策 安心して学べる教育環境づくり

３．教育振興
基本計画体系

事業費 10,325,788 事業費 12,480,000

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い

通級者１人１人にあった支援を実施しながら支援員等を学校へが派遣し、学校での
観察や相談業務を実施することができ、支援状況等の共有が図れた。

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた

市内小中学校における不登校児童生徒対策や保護者、教職員等の教育相談など学校
との連携を密にし、丁寧な度活動が図れた。

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

地方債

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後
の方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

教育支援センターについては、児童生徒に対する不登校の予防や解決策など関係機
関と連携し柔軟かつ効果的な方法により対応を行っており、教育環境づくりにおい
て、大きな力となっている。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

評価委員コメント欄



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

*改行はAlt+Enter
（選んでください）

新規・継続・休止 経常 基本目標 ４－１ 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策2

（２）

事業開始年度

事業終了年度

*改行はAlt+Enter

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

〇

〇

〇

〇

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である
本市の小中学校の近年の状況や将来推計等を踏まえ、次世代を担う子どもた
ちのため、安心安全に学べる教育環境を将来わたって確保し、小中学校等の
適正化の方向性を示すため。

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

【現状】
　令和５年度に第２期潮来市学校適正化計画を策定し、小中学校の統合準備を推進する。
　
【課題】
〇保護者や地域等への説明会の開催。
〇出生数の減少による児童生徒数の減少
〇防災機能や地域コミュニティの拠点的役割を担う施設であるため、機能、役割等の検討
〇学校適正化計画の見直し
〇統合に向けた統合準備委員会や中学校一校化検討委員会の開催

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

0

0 その他 0

4,205,326 一般財源 17,059,000

財
源
内
訳

0 財源内訳 国庫支出金 0

0 県支出金 0

0

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

目標・成果値
の根拠等

第２期潮来市学校適正化計画に基づく学校数
（令和５年度：小学校５校、中学校４校）

目標・成果値の根拠等
第２期潮来市学校適正化計画に基づく学校数
（令和６年度：小学校５校、中学校４校）

第２期潮来市学校適正化計画（令和６年３月策定）に基づき、人口減少や少子化が進む本市
の状況等を踏まえ、潮来市立小中学校等の将来の適正規模や適正配置等を実施する。

市内小中学校

〇第２期潮来市学校適正化計画の策定
〇潮来小学校・津知小学校統合準備委員会の開催（４回）
〇潮来小・津知小学校統合準備専門部会の開催（１０回）

〇潮来小学校・津知小学校統合準備委員会の開催（２回）
　※各専門部会は必要に応じて開催
〇潮来第一中学校・牛堀中学校統合準備委員会の開催（３回）
　※各専門部会は必要に応じて開催
〇中学校一校化検討委員会の開催（２回）
　※各専門部会は必要に応じて開催

〇潮来小学校・津知小学校体育館改修工事実施設計業務委託

（計画目標）
　令和８年４月～
　　小学校４校
　　中学校３校

　令和１１年４月～
　　小学校４校
　　中学校１校

目標・成果値 小学校数４校・中学校１校 小学校０％、中学校０％ 小学校４校・中学校１校 小学校０％、中学校０％

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

第２期潮来市学校適正化計画の潮来市の将来的な児童生徒数推計値に基づき、小中学校の現
状を把握し、児童生徒・保護者・地域等に丁寧に説明を行いながら、学校適正化（統合）を
推進する。
〇潮来小学校・津知小学校の統合に向けた統合準備
〇潮来第一中学校・牛堀中学校の統合に向けた統合準備
〇中学校一校化に向けた統合検討
〇中長期的な視点にたった小中学校の適正規模・適正配置に向けた計画等の見直し

子どもたちの学習環境の整備

学校施設や通学等の安全対策の充実 ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

２－３－１ 学校適正化の推進 ７．予算科目コード・事業名 0901020034 学校適正化事業

学校教育課 グループ名 学校教育G

１．事 業 名 学校適正化事業

４．事業期間
平成３１年度 ８．根拠法令・個別計画 第２期潮来市学校適正化計画

９．目標又は成果指標の内容 第２期潮来市学校適正化計画による

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

＊＊＊

ソフト 補助・単独
具体的施策 安心して学べる教育環境づくり

３．教育振興
基本計画体系

事業費 4,205,326 事業費 17,059,000

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い

出生数、児童数の減少などへの対応、また学校適正化計画による適正規模、
適正化配置を行うことで教育環境改善等を図る。

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた 潮来市学校適正化実施計画に基づき、延方小学校と大生原小学校が統合し、
適正な学校運営等が図れている。
潮来小学校・津知小学校統合に関しても検討委員会からの要望書に基づき方
向性を決定する。

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

地方債

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後
の方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

準備委員会の設置に伴い、令和８年４月を目安に統合を進めるため、準備委
員会及び各専門部会の提言に基づき方向性を決定する。提言内容について予
算化を図りながら実施する。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

評価委員コメント欄



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

*改行はAlt+Enter
（選んでください）

新規・継続・休止 経常 基本目標 ４－１ 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策３

(４)

事業開始年度

事業終了年度

*改行はAlt+Enter

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

〇

〇

〇

〇

５．事業の廃止・休止を検討

評価委員コメント欄

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後
の方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

0 地方債 0

0 その他 0

945,588 一般財源 1,435,950

１３．令和２年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

目標・成果値
の根拠等

支給見込みに対する実績見込み値 目標・成果値の根拠等 支給見込みに対する実績見込み値

事業費 945,588 事業費 1,435,950

財
源
内
訳

0 財源内訳 国庫支出金 0

0 県支出金 0

② 対象（誰・何に）

学校教育法第19条の規定に基づき、経済的理由により就学困難と認められる児童の保護者に
対し、予算の範囲内で、就学に必要な援助を行うことによって義務教育の円滑な実施に資す
る。

原則として、潮来市内に住所を有し、潮来市立の小学校に在学する児童の保護者で次
のいずれかに該当する者
（1)生活保護法第6条第2項に規定する要保護者のうち、保護を受けているも者
（2)要保護者のうち生活保護を受けていない者又は要保護者に準ずる程度に困窮して
いると認められる者で、認定基準に該当する者
（3)潮来市に住所を有し、学校教育法施行令第9条第1項の承諾を得て他の市町村の
設置する小学校等に在学する児童の保護者で認定基準に該当する者
（4)他の市町村に住所を有し、施行令第9条第1項の承諾を得て潮来市立の小学校等
に在学する児童の保護者で、当該他の市町村から就学援助を受けていない者

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

支給対象児童　　　　　３４名
宿泊学習費　　　　　　　２名　合計    7,694円
郊外活動費　　　　　　１７名　合計  95,564円
新入学学用品費　　　　　１名　合計  19,900円
修学旅行費　　　　　　　４名　合計  98,110円
学用品　　　　　　　　３３名　合計319,125円
通学用品費　　　　　　３２名　合計  60,195円
オンライン学習通信費　３４名　合計345,000円

支給対象児童　35名見込み
宿泊学習費　3,000円×10名
校外活動費　3,500円×15名
新入学学用品費　19,900円×5名×2回（入学前）
修学旅行費　30,000円×６名
学用品　11,100円×35名
通学用品費　2,170円×35名
医療費　３,000円×３回×10名
オンライン学習通信費　12,000円×35名

目標・成果値 37名 108% 目標・成果値（予定） 40名 88%

（実施方法）
〇認定
１　児童の保護者が生活保護法の規定による認定を受けている場合は、当該児童を要保護児
童に認定し、学校長へ通知
２　要保護者に準ずる程度に困窮しており、認定基準を満たしている場合は、当該児童を準
要保護児童に認定し学校長へ通知
〇就学援助
潮来市就学援助実施要綱に基づき、学用品費、通学用品費、校外活動費、宿泊学習費、新入
学児童生徒学用品費、修学旅行費、通学費、医療費、オンライン学習通信費を支給

【現状】
○管理システムを利用するマニュアルを作成し、事務の効率化を図ることが必要であ
る。

【課題】
〇ひとり親世帯の増などから対象者が増加傾向にあるため、今後の予算確保

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

９．目標又は成果指標の内容

みんなが参加し学びを支える環境づくり

子どもの貧困、ヤングケアラー等への対策の充実 ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

3-4-1 経済的支援体制の充実 ７．予算科目コード・事業名 ０９０２０２０００１ 小学校教育振興事業（経常的経費）

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か）

学校教育課 グループ名 学校教育グループ

１．事 業 名 小学校教育振興事業（経常的経費）【学校教育】　要保護・準要保護

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけソフト 補助・単独
具体的施策 安心して学べる教育環境づくり

３．教育振興
基本計画体系

４．事業期間
８．根拠法令・個別計画 学校教育法第19条



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

*改行はAlt+Enter
（選んでください）

新規・継続・休止 経常 基本目標 ４－１ 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策３

(４)

事業開始年度

事業終了年度

*改行はAlt+Enter

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

〇

〇

〇

〇

５．事業の廃止・休止を検討

評価委員コメント欄

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後
の方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

地方債

その他

1,297,808 一般財源 1,964,000

１３．令和２年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

目標・成果値
の根拠等

支給見込みに対する実績見込み値 目標・成果値の根拠等 支給見込みに対する実績見込み値

事業費 1,297,808 事業費 1,964,000

財
源
内
訳

財源内訳 国庫支出金

県支出金

② 対象（誰・何に）

学校教育法第19条の規定に基づき、経済的理由により就学困難と認められる児童の保護者に
対し、予算の範囲内で、就学に必要な援助を行うことによって義務教育の円滑な実施に資す
る。

原則として、潮来市内に住所を有し、潮来市立の小学校に在学する児童の保護者で次
のいずれかに該当する者
（1)生活保護法第6条第2項に規定する要保護者のうち、保護を受けているも者
（2)要保護者のうち生活保護を受けていない者又は要保護者に準ずる程度に困窮して
いると認められる者で、認定基準に該当する者
（3)潮来市に住所を有し、学校教育法施行令第9条第1項の承諾を得て他の市町村の
設置する小学校等に在学する児童の保護者で認定基準に該当する者
（4)他の市町村に住所を有し、施行令第9条第1項の承諾を得て潮来市立の小学校等
に在学する児童の保護者で、当該他の市町村から就学援助を受けていない者

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

支給対象児童　　　　　１７名
宿泊学習費　　　　　　２年２名　合計34,226円
　　　　　　　　　　　１年７名　合計381,030円
新入学学用品費　　　　１年４名　合計91,600円
修学旅行費　　　　　　３年４名　合計316,196円
学用品　　　　　　　　１７名　　合計291,136円
通学用品費　　　　　　１０名　　合計18,620円
オンライン学習通信費　１７名　　合計165,000円

支給対象児童　20名見込み
宿泊学習費　2年　22,000円×8名
　　　　　　1年　45,000円×6名
新入学学用品費　22,900円×5名×2回（入学前支給）
修学旅行費　70,000円×７名
学用品　21,700円×2０名
通学用品費　2,170円×２０名
医療費　3,000円×3回×9名
オンライン学習通信費　12,000円×2０名

目標・成果値 15名 113% 目標・成果値（予定） 20 100%

（実施方法）
〇認定
１　児童の保護者が生活保護法の規定による認定を受けている場合は、当該児童を要保護児
童に認定し、学校長へ通知
２　要保護者に準ずる程度に困窮しており、認定基準を満たしている場合は、当該児童を準
要保護児童に認定し学校長へ通知
〇就学援助
潮来市就学援助実施要綱に基づき、学用品費、通学用品費、校外活動費、宿泊学習費、新入
学児童生徒学用品費、修学旅行費、通学費、医療費、オンライン学習通信費を支給

【現状】
○管理システムを利用するマニュアルを作成し、事務の効率化を図ることが必要であ
る。

【課題】
〇ひとり親世帯の増などから対象者が増加傾向にあるため、今後の予算確保

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

９．目標又は成果指標の内容

みんなが参加し学びを支える環境づくり

子どもの貧困、ヤングケアラー等への対策の充実 ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

3-4-1 経済的支援体制の充実 ７．予算科目コード・事業名 0903020001 中学校教育振興事業（経常的経費）

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か）

学校教育課 グループ名 学校教育グループ

１．事 業 名 中学校教育振興事業（経常的経費）【学校教育】　要保護・準要保護

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけソフト 補助・単独
具体的施策 安心して学べる教育環境づくり

３．教育振興
基本計画体系

４．事業期間
８．根拠法令・個別計画 学校教育法第19条



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

*改行はAlt+Enter
（選んでください）

新規・継続・休止 経常 基本施策
４－１
４－６

施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策１

（５）

事業開始年度

事業終了年度

*改行はAlt+Enter

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

〇

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

【現状】
新型コロナウイルス感染症をきっかけとして、事業の在り方等について、見直し検討
中。

【課題】
〇外国語教育の在り方の検討
〇中学生海外派遣の目的や費用対効果等
〇派遣に関しての保護者等負担

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

0

0 その他 0

0 一般財源 0

財
源
内
訳

0 財源内訳 国庫支出金 0

0 県支出金 0

0

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

目標・成果値
の根拠等

事業における中学生派遣人数 目標・成果値の根拠等 ＊＊＊

本市では、これまでに海外に中学生を派遣し、日本とは異なる文化や風土にふれ、その国で
の生活を通し、言葉やコミュニケーションの大切さを体験的に理解することで国際感覚を養
い、将来の郷土の発展に広い視野をもって貢献できる人材を育ててきました。

市内中学生

事業見直し（休止中） 事業見直し（休止中）

目標・成果値 ２４名／１２０名 20% 目標・成果値（予定） ＊＊＊ ―

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

中学生海外派遣事業として考えられるもの
〇事業を通しての国際理解及び国際交流の推進
〇語学研修、文化、習慣、自然等に関し体験し知見を広める。
〇ホストタウンである「台湾」との交流や英語圏との交流

自主性・自立性を持ち、社会の変化に対応できる力の育成

社会で活躍できるたくましい人材の育成 ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

１－５－１ 国際化教育の充実 ７．予算科目コード・事業名 *** 中学生海外派遣事業

学校教育課 グループ名 学校教育G

１．事 業 名 中学校海外派遣研修事業

４．事業期間
平成３０年度 ８．根拠法令・個別計画

９．目標又は成果指標の内容 中学生海外派遣生徒数

２．事業性質
休止 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

＊＊＊

ソフト 補助・単独
具体的施策

学校教育
国際交流・地域間交流

３．教育振興
基本計画体系

事業費 0 事業費 0

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

１３．令和３年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

地方債

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後
の方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

今後、関係機関等と調整を図る。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

評価委員コメント欄



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

*改行はAlt+Enter
（選んでください）

新規・継続・休止 経常 基本目標 4-1 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策３

(６)

事業開始年度

事業終了年度

*改行はAlt+Enter

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

〇

〇

〇

〇

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か）

学校教育課 グループ名 学校教育グループ

１．事 業 名 学校部活動改革事業

２．事業性質
休止 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけソフト 補助・単独
具体的施策 安心して学べる教育環境づくり

３．教育振興
基本計画体系

４．事業期間
８．根拠法令・個別計画

９．目標又は成果指標の内容

みんなが参加し学びを支える環境づくり

部活動の支援と地域移行の推進 ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

3-6-2 部活動の地域連携・地域移行の推進 ７．予算科目コード・事業名 020596 部活動地域移行実証事業

② 対象（誰・何に）

生徒数の減少のため、市内中学校生徒が希望する部活動がなく、また、指導者不足により専
門的な技術指導を受けることができないことがある。そのため、部活動地域移行を進めるこ
とで、生徒が希望する部活動に加入し、専門的な技術指導を受け、生涯にわたってスポー
ツ・文化芸術活動を楽しむことができるようにするため、部活動休日部活動の地域移行を令
和8年4月から開始することを目的とする。

〇市内中学校生徒
〇地域クラブ指導者

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

令和5年度潮来市部活動地域移行検討委員会の開催
学校部活動の地域移行に係る国や件の動向の情報共有・意見交換の実施
部活動を地域移行するための方策を検討、協議をした。

令和6年度潮来市部活動地域移行検討委員会の開催。そして、検討委員会から部
活動の在り方についての答申をもとに潮来市地域クラブ活動推進委員会を立ち上
げ、休日部活動地域移行の具体的な検討・対応を図っていく。

地域クラブ事業委託
潮来市剣道連盟少年部への事業委託

目標・成果値 ― ― 目標・成果値（予定） 5 20%

スポーツ庁部活動地域移行実証事業による地域クラブ事業委託を実施する。 地域クラブ指導者の確保が最重要課題となっており、人材バンクなどを活用し確保す
ることが必要である。また、確保できた指導者の資質能力の向上ため、研修など実施
していく。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

１３．令和5年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

目標・成果値
の根拠等

― 目標・成果値の根拠等 実証事業で委託したクラブ数

事業費 ― 事業費 110,000

財
源
内
訳

― 財源内訳 国庫支出金 100,000

― 県支出金

― 地方債

― その他

― 一般財源 10,000

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

５．事業の廃止・休止を検討

評価委員コメント欄

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後
の方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

*改行はAlt+Enter
（選んでください）

新規・継続・休止 経常 基本目標 ４－１ 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策２

（５）

事業開始年度

事業終了年度

*改行はAlt+Enter

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

○

○

○

○

学校教育課 グループ名 給食センター

１．事 業 名 学校給食調理加工業務委託事業

46,119,700

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

４－１－３

ソフト 補助・単独
具体的施策 安心して学べる教育環境づくり

３．教育振興
基本計画体系

４．事業期間
８．根拠法令・個別計画 学校給食法

９．目標又は成果指標の内容

安心して学べる環境づくり

学校給食を生かした食育と食の安全対策 ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

２－５－１ 学校給食センターの充実 ７．予算科目コード・事業名 ０９０５０４１２ 調理加工業務委託

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

学校給食の調理等業務については、「学校給食衛生管理基準」や「大量調理施設衛生管理マ
ニュアル」など特殊で専門性を有する業務の観点から、業者選定方法の検討を行った結果、
プロポーザル方式にて決定した。市内小中学校の児童生徒に対し、安心安全でおいしい学校
給食を提供するため、学校給食の意義を理解し、学校給食の質の維持・向上を図るため、衛
生管理能力、業務効率性等を有する事業者を選定した。

【現状】
○業者選定においてプロポーザル方式によ現在の事業者が令和4年度より調理加工業
務を行っている。各種衛生管理基準・マニュアルに沿って行っており、安心安全な学
校給食の提供を行っている。今年度で契約満了（3年間）となることから、令和7年
度以降の業者選定にあたりプロポーザル実施に向けて進めている。
○給食提供等に関し、アンケート調査結果を参考とし、バランスの摂れたメニューの
提供をするとともに、学校給食摂取基準に基づきエネルギーを算出している。
【課題】
○効率的な運営と安定した学校給食等を提供するための人員確保

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

本市の学校給食はセンター方式となっている。現在は民間企業の専門的な知識、技術及び柔
軟性を取り入れ、食育の推進を基本とする学校給食の目的、目標を維持しつつ、効率的かつ
効果的な運営を図ることにより、将来にわたって安定的に学校給食を提供する。

市内小中学校児童生徒、教職員等

地方債

目標・成果値
の根拠等

給食提供日数 目標・成果値の根拠等 給食提供日数

事業費 45,745,700 事業費

○給食提供業務日数　191日

○１日あたりの給食提供数　1,991食
・小学校（５校）　1,185食
・中学校（４校）　  577食
・教職員等　　　　  229食

○給食提供業務日数　191日

○１日あたりの給食提供数　2,025食
・小学校（５校）　1,165食
・中学校（４校）　　607食
・教職員等　　　　　253食

目標・成果値 191日 100% 目標・成果値（予定） 191日 100%

３．別の手法を検討する必要がある

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた 給食実施日数のすべてにおいて、衛生管理に留意し、おいしい学校給食の提供とと
もに、安全に調理を行い、円滑に業務が遂行されている。

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

0

0 その他 0

45,745,700 一般財源 46,119,700

財
源
内
訳

0 財源内訳 国庫支出金 0

0 県支出金 0

0

評価委員コメント欄

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後
の方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する 学校給食の質の向上と委託業務が適切に履行されており、引き続き民間委託を推奨
する。安全性や衛生管理を徹底し、業務を適切に実施するためには、業務責任者が
個々の調理従事者への指示及び指揮命令を行う業務履行体制がきちんと組まれてい
ることが重要である。現在、業務責任者及び副責任者を中心に実施されている状況
であり更に美味しい給食が提供できている。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い 委託業務により労務管理が不要となり、効率的に学校給食の運営が図られ、継続的
かつ安定した事業が提供出来ている。

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である 民間企業の専門的な知識、技術を生かし、衛生管理の徹底を図ることが出来てい
る。民間委託は妥当である。

２．目的達成のために効果が薄い手法である



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

新規・継続・休止 経常 基本施策 4-1 施策

 ソフト・ハード 補助

基本施策３

（３）

事業開始年度

事業終了年度

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

○

○

○

○

評価委員コメント欄

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である 　本事業の参加要件である「通塾していない」児童生徒をもつ家庭にとっては、大
変効果的な事業である。また、本事業の目的である学習習慣の定着と基礎学力の向
上を図るためにも、有効な手段である。２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後の
方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する
　今年度で８年目を迎える事業であり、参加者・保護者からも大変好評な事業である。事業対象者は、
学習のつまづきが見られやすい小学４年生・中学１・２年生であるが、進級しても継続して参加したい
という参加者が多い。また、「先生方のご指導のおかげでテストの点数が上がった」「優しく、分かり
やすく教えてくれた」、「家庭でも進んで学習するようになった」というアンケートの回答が多く、児
童生徒と学習指導員の関係も大変良好であった。研修会を継続して実施し、指導員の育成に努めるとと
もに、人材確保も図っていきたい+L80。
　本事業について、ＨＰ・チラシ等の様々な方法で積極的に発信し、広く児童生徒・保護者に周知して
いくことで、参加者数の増加を期待したい。
　令和３年度に実施した実態調査をもとに、令和５年度から開催時間、対象者の拡大を行った。各家庭
が柔軟に参加時間の設定をすることができるようになり、参加者が少しずつ増えているので、推移を分
析し、より充実した事業にしていきたい。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた 　新型コロナウイルス感染症が５類に移行したことで、参加者が回復してきてる。
年度末に事業終了時に実施した参加児童生徒・保護者対象のアンケートでは、ほぼ
すべてが好意的な意見であったので、本事業の目標は概ね達成できたと考えられ
る。

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い 　各教室とも児童生徒４～５人に対して１人割合で指導員を配置した。きめ細やか
な指導をすることが、児童生徒の学習習慣の定着と基礎学力の向上につながり、参
加児童生徒・保護者から好評を得られたと考えられる。
　長年継続してきている事業なので、保護者や学校からの信頼もとても厚い。あわ
せて、各教室の教材も充実してきており、児童生徒の学習環境が整っている。

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

財
源
内
訳

財源内訳 国庫支出金

1,206,000 県支出金 1,599,000

地方債

その他

837,058 一般財源 1,068,000

目標・成果値
の根拠等

潮来市教育振興基本計画
2017年度基準値　小学校：19.2％、中学校：13.0％
2023年度目標値　小学校：21.1％、中学校：14.3％ 目標・成果値の根拠等

潮来市教育振興基本計画
2017年度基準値　小学校：19.2％、中学校：13.0％
2023年度目標値　小学校：21.1％、中学校：14.3％

事業費 2,043,058 事業費 2,667,000

　地域の人的資源と教育力の活用による地域ぐるみの学習支援を行っている。参加児童生徒は、各自で学習目
標を設定し、自主学習に取り組む。学習指導員（元教員が中心）は、児童生徒から質問があった場合やつまず
きが見られた場合に、個別支援を行う。
・各種会議の開催…事業実施に向けて、学校教育課・福祉部と「関係部署連携会議」を開催し、意見交換を
行っている。また、各学校の代表者（学校長・教務主任）から組織されている「運営委員会」を開催し、事業
運営について助言をいただいている。
・「参加カード」…児童生徒の学習面でのつまずき等保護者・学習指導員間で情報を共有するために活用して
いる。また、「○○科の～を詳しく教えてほしい」等の保護者からの要望も知ることができる。
・「学習カード」…学習意欲を高めるために、児童生徒自身が毎時間の始めに目標を設定するとともに、学習
指導員が具体的な個別支援ができるように活用している。
・教材・教具…　各教室には、学習に必要な各種辞典や教科書、資料集、教材等を整備し、児童生徒の支援に
活用している。
・令和３年度に行った実態調査をもとに、保護者の送迎に係る負担を考慮し、開始時間を30分遅くするととも
に、柔軟な参加時間を設定した。（各家庭の都合に合わせて、参加時間を決定することが可能）
・通塾率の低下から、中学生の対象を２年生まで拡大した。

〈現状〉
・市内全児童・生徒のうち、参加児童・生徒の割合は、小学生は16.6％、中学１年生は11.7％、２年生は４％に
とどまっており、目標値に達していない。
・出席率は、小学生が77％、中学生が72.5％となっており、令和４年度と比べ、小学４年生・中学１年生は上昇
した一方、中学２年生は低下した。
・参加者・保護者アンケートから、参加児童生徒が家庭で進んで学習したり、学習時間が伸びたりするなど、学習
に主体的に取り組めるようになってきたことがわかる。あわせて、テストの点数が向上するなどの基礎学力が向上
したという回答も多かった。自己目標を設定し、学習指導員や友達と一緒に学習を進めることが充実した学びにつ
ながり、楽しみながら活動に参加できていることがわかり、本事業の有効性が見られた。
・夏季休業中の学習習慣定着のために、７月の夏季休業中に４日間、市立図書館で実施することができた。

〈課題〉
・児童生徒の参加者数が目標値に達していないので、広報・普及活動を進めていく必要がある。
　→ ・中学校での入学説明会、第３学年末の学年懇談会、各学年の個別面談等での積極的な広報活動の実施

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

○学習支援事業
　児童・生徒の基礎学力の向上や学習習慣の定着を図り、地域の人的資源と教育力の活用による地域ぐる
みの学習支援を行う。
〈日時〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈会場〉
　毎週月曜日　小学校４年生　17:30～19:00　　　　潮来市立中央公民館
　　　　　　　中学校１年生　17:30～19:30
　夏季休業中　夏季休業に入ってすぐ４日間開催した。 潮来市立図書館（小４…18名、中１・２…24
名）
〈参加者数〉                  　　　〈実施回数〉
　小学４年生：33名  (16.6%)  　 小校４年生：31回
　中学１年生：19名  (11.7%)      中学１年生：29回（総体・新人戦のため、２回休校）
　　　２年生：　8名  ( ４   ％)　　 　   2年生：29回（総体・新人戦のため、２回休校）
〈事業費〉
職員手当等：228,595円
報償費：1,715,320円
需用費：55,843円   役務費：43,300円

○学習支援事業
　児童・生徒の基礎学力の向上や学習習慣の定着を図り、地域の人的資源と教育力の活用による地域ぐるみの学
習支援を行う。
〈日時〉                                                           〈会場〉
　毎週月曜日　小学校４年生　17:30～19:00       　　潮来市立中央公民館
　　　　　　　中学校１年生　17:30～19:30
〈参加者数〉　　　　　　〈実施（予定）回数〉
小学４年生：33名　　　　  小学４年生　　：32回
中学１年生：20名　　　　  中学１・２年生：30回
中学２年生： ９名
〈事業費〉
職員手当等：235,000円
報償費：2,207,000円
需用費：113,,000円
役務費：112,000円

目標・成果値 小…21.1％ / 中…14.3％ 小…78.7％ / 中１…81.8％、中2…28.0％ 目標・成果値（予定） 小…21.1％ / 中…14.3％

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

　市内小学校４年生と中学校１・2年生の通塾していない児童・生徒に対し、地域の人的資
源と教育力を活用しながら、地域ぐるみで学習支援を行うことで、児童生徒の学習でのつま
ずきや不安を解消し、学習習慣の定着と基礎学力の向上を図ることを目的としている。
※中学２年生は令和5年度より対象。

・市内小学校４年生（通塾していない児童）
・市内中学校１年生（通塾していない生徒）
・市内中学校２年生（※令和5年度より。通塾してない生徒）

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

４．事業期間
平成29年10月～ ８．根拠法令・個別計画

９．目標又は成果指標の内容 学習支援事業を利用する児童生徒数の割合

011816 学習支援事業

生涯学習課 グループ名 生涯学習

１．事 業 名 学習支援事業「まなびールーム」

みんなが参加し学びを支える環境づくり

家庭の教育力の向上と子どもの居場所づくり ６．実施手法・手段等 直営

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

4-1-3

ソフト 補助・単独
具体的施策 安心して学べる教育環境づくり

３．教育振興
基本計画体系

3-3-2 子どもの居場所づくり ７．予算科目コード・事業名



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

新規・継続・休止 経常 基本施策 4-2 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策3

（３）

事業開始年度

事業終了年度

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

○

○

○

○

生涯学習課 グループ名 生涯学習

１．事 業 名 家庭教育活性化推進事業

みんなが参加し学びを支える環境づくり

家庭の教育力の向上と子どもの居場所づくり ６．実施手法・手段等 直営

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

4-2-2

ソフト 補助・単独
具体的施策 家庭の教育力の向上

３．教育振興
基本計画体系

3-3-1 家庭教育の推進 ７．予算科目コード・事業名

４．事業期間
８．根拠法令・個別計画

令和５年度 → 「地域で支える家庭の教育力向上推進事業」に移行 ９．目標又は成果指標の内容 家庭教育学級参加者数

010689 地域・家庭教育活性化推進事業

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

　豊かな人間関係を育む上で基礎となる幼児期における家庭教育について学ぶ機会を設け、
親同士が交流することで、地域の中での子育てや家庭での親の在り方について、互いに学び
合うことができるとともに、家庭教育について考える機会を提供することで、家庭教育の向
上を図り、良好な親子関係を築いていけるようにすることを目的とする。
　新型コロナウイルス感染症が５類に移行したことで、家庭での生活様式がコロナ禍以前に
戻ることが考えられ、あらためて家庭教育の重要性が高まってきている。そのためにも、保
護者自身が自分の子育てやしつけについて考えることができる場を提供することは大変重要
であると考えられる。

・就学前（５歳児）の子を持つ保護者
・市内小中学生の保護者

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

・小学校での就学時健康診断および入学説明会において、子育てアドバイスブックを活用し
た家庭教育講座を開催する。また、家庭教育の一環として、市内小中学校において、児童生
徒や保護者を対象にした情報モラル講座や食育講座なども開催する。
・親子ふれあい事業として、親子が一緒に様々な体験活動に取り組むことをとおして、親子
の絆を深められるような機会を提供する。
・新規事業として、

【現状】
〈家庭教育支援〉
・市内全小学校において、家庭教育講座を実施している。また、情報モラル講座・おなか元気教室を実施してい
る。
〈親子ふれあい教室〉
・少年団活動、習い事など、児童の休日の過ごし方が多様化してきているため、土日の事業への参加が少ない。

【課題】
〈家庭教育支援〉
・コロナ禍のため、例年実施しているような保護者同士の交流をねらいとした講座を実施することができず、講話
中心の内容となったため、講座内容を工夫していかなければならない。
〈親子ふれあい事業〉
・様々な分野での体験活動を計画していきたい。
　（例）歴史、文化、スポーツ、自然等の体験活動

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

○家庭教育支援
　・就学時健康診断および入学説明会における家庭教育講座の実施
  　〈開催回数〉６回（全５校…就学時健診、牛堀小…入学説明会）
  　〈参加人数〉199名（延べ人数）
　・各種講座（情報モラル講座・食育講座）
　  〈開催回数〉４回（延方小・日の出小・牛堀小・牛堀中）
　  〈参加人数〉307名（延べ人数）
○訪問型家庭教育支援［対象…178家庭］→ 地域で支える家庭の教育力向上推進事業
　・ベルト型全戸訪問…５歳児家庭を全戸訪問し、子育て・しつけの悩みや不安、小学校入学
に向けた質問等に相談対応する。【対面率…78.1％】
○親子ふれあい教室　・親子体操教室〈参加者数〉11名（児童６名・保護者５名）
○事業費　・報償費　15,000円　・需用費　　260円

◎令和６年度より、親子ふれあい教室は「コミュニティ・スクール推進事業」の一部とし
て、家庭教育講座、訪問型家庭教育支援は「地域で支える家庭の教育力向上推進事業」と
して統合する。

目標・成果値 1,000人 50.6% 目標・成果値（予定）

目標・成果値
の根拠等

潮来市教育振興基本計画
2017年度基準値　1,041人/年
2023年度目標値　1,000人/年 目標・成果値の根拠等

事業費 15,260 事業費

財
源
内
訳

財源内訳 国庫支出金

県支出金

地方債

その他

15,260 一般財源

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた
　家庭教育講座は計画どおりに実施することができた。
　訪問型家庭教育支援事業について、事業初年度としては高い対面率であった。訪問の結果、関係機関
に通告するような大きな事案はなかったが、各家庭で様々な悩みがあることが分かり、本市にとって必
要な事業であると認識した。
　親子ふれあい事業は、昨年同様「親子体操教室」を開催することができた。親子が手を取り合いなが
ら、楽しそうに活動姿が多く見られた。

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い 「親子ふれあい教室」は定員に対して、参加者がなかなか集まらなかった。各家庭
における週末の過ごし方の変化を見聞きし、子どもたちの参加率を向上させる難し
さをあらためて感じた。チラシ作成等の費用を考えると効果のバランスは悪いと判
断し、事業内容の修正及び統合の必要性があると判断した。

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

評価委員コメント欄

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である 　「家庭教育はすべての教育の出発点」と言われるように、現代社会において家庭
教育支援は必須事項であり、市が主体となって積極的に行うべき事業である。コロ
ナ禍を経た家庭での生活様式の変化に対応するべく、事業の修正及び統合を行う。２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後の
方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する 　新規事業である「コミュニティ・スクール推進事業」の中には、地域で学校・子どもたち
を支える「地域学校協働活動」という取組がある。その取組には家庭教育支援や子どもたち
の「土日の居場所づくり」も含まれるので、各地区における活動へと移行する。
　そこで、「地域の子どもは地域で育てる」という考え方のもと、家庭教育講座と訪問型家
庭教育支援事業を統合し、「地域で支える家庭の教育力向上事業」を新たに展開すること
で、これまでの家庭教育支援をより充実させていく。
また、市全体の事業としていた「親子ふれあい教室」は「コミュニティ・スクール推進事
業」における地域学校協働活動の一環として、各地区の地域的行事や公民館事業とタイアッ
プしながら実施の方向性を検討していく。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

新規・継続・休止 経常 基本施策 ４－３ 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策４

（１）

事業開始年度

事業終了年度

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

〇

○

○

○

評価委員コメント欄

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である 　民間委託の場合、民間のノウハウが活かされより充実した講座が開催できる可能
性があるが、コストの大幅な増加が懸念される。

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後の
方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する 　開催した講座については、アンケートにおいて高い評価を得ている。講座の内容
及び経費を総合的に勘案すると、現在の開催方法で継続すべきと思われる。
　今後も新たな講座を開催するなど費用対効果を考慮しながら講座の種類・内容等
を充実させ、市民の需要に沿った事業を行うべきと考える。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた 　庭木の手入れややさしい園芸講座は、募集人数を上回る応募があり、アンケート
では、説明ややり方等、参加者には満足して頂けたため。

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い 　講座の受講者からは内容について概ね好評を得ており、受講者には受講に必要な
材料等について負担いただくなど事業に関する経費は低く抑えられている。

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

財
源
内
訳

財源内訳 国庫支出金

県支出金

地方債

218,500 その他 225,000

1,392,500 一般財源 981,000

目標・成果値
の根拠等

教育振興計画2023年度目標値99,300人に対する202２年度目標値
9８,３00人

目標・成果値の根拠等

教育振興計画2023年度目標値99,300人に対する
2023年度目標値99,３00人

事業費 1,611,000 事業費 1,206,000

・講座の設定にあたり、市民ニーズ調査（アンケート等）を行う。また、他自治体等の行っ
ている講座についても調査を行う。
・講座の参加募集は、市広報、ホームページに掲載し、また、市内の各小学校へお知らせを
直接配布するなどし周知を図っている。受講者の申し込み受付については利便性の向上のた
め電子申請を導入した。
・講座を継読し、さらに多様な講座が開催でき充実させるために設備や機材の整備・更新等
を行う。

　例年好評な講座に加え新しい講座も開設しながら実施し、年齢・性別を問わず受講
の機会を設けるようにしているが、若年世代や男性の受講者の増加がみられないた
め、そこに向け興味を持っていただける新たな講座を設ける必要性がある。また、全
体的な受講者増加のため開催する曜日・時間帯、広報の方法等についても検討を行な
わなければならない。
　講座の修了者が、自主的なサークル活動を行っていく事ができるように、自主活動
のサポートなどを行う。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

公民館講座の実施
　（講座の内容）
　　・教養・趣味講座
　　・健康講座
　
　前期： ６～９月　１４講座
　後期：10～３月　　７講座

　事業費：1,６１１,000円（講師謝礼等）

公民館講座の実施
　（講座の内容）
　　・教養・趣味講座
　　・健康講座
　
　前期： ６～９月　１3講座
　後期：10～３月　　７講座

　事業費：1,206,000円（講師謝礼等）

目標・成果値 9９,３00人 44% 目標・成果値（予定） 9９,３00人

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

　生涯学習の拠点として時代のニーズに即した講座を開設し、年齢や性別を問わず学びの
場・集いの場など学習のできる公民館づくりのために、定期講座・短期講座を開講する。ま
た、市民の交流の起点となるサークル活動等に繋がるよう利便性の向上のため設備、機材等
についても更新するなど後押しをし利用者の増加を図る。

市民に学び・集い・交流の提供を提供する。

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

４．事業期間
昭和53年度 ８．根拠法令・個別計画

９．目標又は成果指標の内容 公民館の利用者数

010914 中央公民館事業

生涯学習課 グループ名 公民館G

１．事 業 名 公民館事業（ソフト）

生きがいを持ち活躍できる生涯学習活動と学習環境づくり

市民のライフステージに応じた生涯学習機会の充実 ６．実施手法・手段等 直営

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

4-3-1

ソフト 補助・単独
具体的施策 市民の生きがいを創出する生涯学習機会の充実

３．教育振興
基本計画体系

4-1-2 市民のライフステージに応じた多様な学習機会の充実 ７．予算科目コード・事業名



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

新規・継続・休止 経常 基本施策 4-2 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策3

（５）

事業開始年度

事業終了年度

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

○

○

○

○

評価委員コメント欄

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である

地域ぐるみで健全な青少年を育成するという観点から、全地区に青少年相談員を配
置して事業を進めていく必要がある。

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後の
方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

あいさつ運動などを地域、学校、PTAが連携して事業を実施しており、健やかな青
少年育成の普及啓発活動を継続実施している。各種事業については現代の青少年の
現状に合った活動なのか検証が必要ではあるが、地域ぐるみで青少年育成活動を実
施するために継続が必要である。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた

新型コロナウイルス感染症拡大による事業そのものの中止にともない、巡視活動を
はじめとする活動が中止となり、目標未達成となってしまった。

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い

全地区に青少年相談員が配置されており、市内全域での活動が行われてる。２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

財
源
内
訳

財源内訳 国庫支出金

県支出金

地方債

その他

4,894,775 一般財源 4,834,000

目標・成果値
の根拠等

潮来市第7次総合計画　2023年度目標値　15回/年
あいさつ運動：2回　　　　　　　祭礼巡視：７回→6回
マナーアップキャンペーン：1回　花火大会：１回→1回
社会環境整備事業：２回　　　　　自主活動：２回→中止

目標・成果値の根拠等

潮来市第7次総合計画　2023年度目標値　15回/年
あいさつ運動：2回　　　　　　　祭礼巡視：７回
マナーアップキャンペーン：1回　花火大会：１回
社会環境整備事業：２回　　　　　自主活動：２回

事業費 4,894,775 事業費 4,834,000

関係団体の連携を密にし、協力体制の拡充を行う。
青少年相談員・市民会議役員の意識向上のため、青少年に関わる研修等を実施する。
〈主な活動〉
・あいさつ運動
・イベント時の巡視活動
・マナーアップキャンペーン
・青少年のつどい
・「家庭の日」絵画ポスター展
・キャリア教育事業
・「110番の家」事業　等

青少年を取り巻く社会の複雑化が進み、地域社会とのかかわりの欠如、人間関係の希薄化が指
摘されている。また、インターネット利用の低年齢化、青少年が被害にあう犯罪が悪質になっ
ているなど、問題が深刻化している。それらの課題解決のため、青少年関係団体と子供会、Ｐ
ＴＡ、学校等が家庭や地域と一体となり事業を推進することが必要となる。
一方で、近隣自治体と比較して、青少年相談員の人員が多い為、令和7年度の推薦を目標に、
人員・事業の適正化を図る。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

青少年相談員の報酬並びに青少年育成関係団体の補助事業
○青少年相談員報酬：711,200円
○委託料：574,360円　・キャリア教育事業　日本サッカー協会のこころのプロジェクト『夢の教室』を活用
○負担金：459,215円　・JOCオリンピック教室：330,815円　・科学の祭典（神栖市）：100,000円
　  ・県青少年育成協会：28,400円
　青少年育成関係団体補助金：3,150,000円　各団体の活動については下記のとおり
　青少年相談員・あいさつ運動（各中学校区）年２回・マナーアップキャンペーン1回・社会環境整備事業2回
     ・祭礼巡視　4回
　青少年育成潮来市民会議
　　・「家庭の日」絵画・ポスター展　日程：令和６年2月1４日～1８日（会場：水郷まちかどギャラリー）
　　・学警連絡協議会　 夏季休業前：7月5日開催　冬季休業前：12月11日開催
　子供会育成会　・ドッヂビー体験教室（1回）

青少年相談員の報酬並びに青少年育成関係団体の補助事業
○青少年相談員報酬：845,000円
○委託料：618,000円
　キャリア教育事業（日本サッカー協会のこころのプロジェクト『夢の教室』）
○負担金：416,000円　JOCオリンピック教室
○青少年育成関係団体補助金：2,834,000円
　関係団体の活動計画は下記のとおり
　・青少年相談員　巡視・あいさつ運動・各種キャンペーン・研修等
　・青少年育成潮来市民会議　青少年のつどい・「家庭の日」ポスター展・学警連絡会議
等
　・科学の祭典（行方市）
　・子ども会育成連合会

目標・成果値 12回 80% 目標・成果値（予定） 15回

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

青少年の健全育成に向け、青少年相談員・青少年育成潮来市民会議、子供会等の関係機関と
の支援及び連携を行い、それぞれの特性を生かした活動により、子供たちが地域社会で心豊
かに健やかに育まれる環境を構築する

青少年並びに関係団体

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

４．事業期間
昭和51年 ８．根拠法令・個別計画

９．目標又は成果指標の内容 青少年相談員によるパトロール活動回数

011590 青少年事業

生涯学習課 グループ名 生涯学習

１．事 業 名 青少年育成事業

みんなが参加し学びを支える環境づくり

青少年育成活動の推進 ６．実施手法・手段等 直営

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

4-2-1

ソフト 補助・単独
具体的施策 青少年育成活動の充実

３．教育振興
基本計画体系

3-5-1 青少年健全育成の啓発と社会情勢に対応した活動の推進 ７．予算科目コード・事業名



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

新規・継続・休止 経常 基本施策 4-4 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策４

（６）

事業開始年度

事業終了年度

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

○

〇

○

○

評価委員コメント欄

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である 全てではないがスポーツ大会の運営はスポーツ協会の各部及びスポーツ少年団等の団体
による自主運営で行われている。その他の事業についても自主運営を進めていくが、各
種団体等のメンバーの高齢化などが進んでいるため思うように移行できていないため、
今後も市が行う業務と自主運営の部分を分けて事業を行うことが効果的と考える。

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後の
方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

少子高齢化による競技人口の減少・高齢化が懸念されるが、健康寿命を得るためにも
「市民一人１スポーツ」を合言葉に、潮来市のスポーツ振興・健康で明るい豊かなまち
づくりへつなげる。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

１３．令和5年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた

新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行し、各種大会・教室への参加者少しずつ
戻りつつあるが、市民の高齢化により参加者が少なく目標値を達成できなかった。

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い
学校開放事業については目標値を大幅に上回っているが、全体的なスポーツ推進事業と
しての目標値は達成できていないため、費用と効果のバランスがやや悪いと考えられ
る。

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

財
源
内
訳

財源内訳 国庫支出金

県支出金

地方債

その他

15,799,000 一般財源 10,921,000

目標・成果値
の根拠等

潮来市教育振興基本計画2023年目標値
・学校開放事業利用者数：94,000人／年
・ボート教室参加者数：　　  320人／年
・シティレガッタ参加者数：  630人／年
・スポーツ大会参加者数：  3,250人／年

目標・成果値の根拠等

潮来市教育振興基本計画2028年目標値
・学校開放事業利用者数：188,000人／年
・シティレガッタ参加者数：  550人／年
・スポーツ大会・合宿による施設利用者数：  20,000 人／年

事業費 15,799,000 事業費 10,921,000

・スポーツ協会、スポーツ推進委員、スポーツ少年団が連携、協力し各種スポーツ大会や教室を展開
　する。
・学校施設を開放し、体育施設の利用促進を図る。
・ローイングセンターあめんぼを拠点に、水辺を活かしたスポーツ施設の整備と利用促進を図る。
・レガッタやトライアスロンなどの水辺を生かしたスポーツ等を通じた交流人口の拡大を目指す。
・ホームタウンである鹿島アントラーズの知名度を生かし、令和3年4月に竣工した前川運動公園
サッ
　カー場をはじめ、かすみの郷公園などを活用したスポーツ大会及び合宿の誘致

(主な業務）
・各種スポーツ大会や教室の開催
・体育施設の利用促進

・スポーツ協会が主導し各種スポーツ大会を、スポーツ推進委員がニュースポーツ教室を開催し
　市民に対して様々なスポーツに親しむ機会が提供されている。また。スポーツ少年団の活動も
　活発に行われている。しかし、人口減少及び高齢化により競技人口の減少が懸念されるため様
　々なライフステージに合わせた事業を取り入れていく必要がある。
・水辺の環境を活かし、関係団体、学校と連携し、水郷潮来シティレガッタ大会等を開催するな
　ど、水辺のスポーツの振興、普及に取り組んでいる。今後も継続してボート競技の魅力を発信
　し、競技人口の増加を図る。
・サッカーの大会及び合宿については、特に夏休み期間中に多くの方々に実施していただき実績
　もあった反面、その他の競技については、施設が充足していないこともあり数件の実績にとど
　まった。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

①第45回水郷潮来シティレガッタ・第14回関東中学競漕大会 387人 70クルー
②第32回全国市町村交流レガッタ下諏訪大会 市派遣クルー5クルー
③春季市民スポーツ大会 11種目 632人 秋季市民スポーツ大会 13種目 782人
⑤市民ゴルフ大会　188人
④学校開放事業　利用者数　155,598人
⑤スポーツ教室については感染症対策を行いながら開催。主な教室はピラティス教室
（5回/69名）、ボート教室（4回／208名）
⑥アントラーズ潮来カップ（U10.11.12）　60チーム　1,979人
⑦大会合宿誘致 大会　15,425人、 合宿　4,136人
○主な事業費
　シティレガッタ補助金：1,905,000円、スポーツ推進委員報酬：672,000円
　講師謝礼：308,000円、スポーツ協会補助金：2,566,000円
　スポーツ大会事業：1,442,000円、スポーツ大会合宿補助金2,000,000円

①第４6回水郷潮来シティレガッタ・第１5回関東中学競漕大会の開催
②第３3回全国市町村交流レガッタ薩摩川内大会
③「市民一人　１スポーツ」を合言葉として、すべての世代がスポーツを体験
　できるように、各種スポーツ大会・教室を展開する。
④アントラーズ潮来カップ　3回/年
　(U10) 20チーム 678人 (Ｕ12)台風により中止(U11)開催予定※開催日検討中
⑤大会合宿誘致(8月末現在)
　大会 7,375人、合宿 4,709人
○主な事業費
　シティレガッタ補助金：1,714,000円、スポーツ推進委員報酬：672,000円
　講師謝礼：308,000円、スポーツ協会補助金：2,309,000円
　スポーツ大会事業：1,389,000円、スポーツ大会合宿補助金2,000,000円

学校開放事業：154,713人／年
ボート教室：　　    208人／年
シティレガッタ：    387人／年
スポーツ大会：    1,602人／年

学校開放事業利用者数：165％
ボート教室参加者数：65％
シティレガッタ参加者数：61％
スポーツ大会参加者数：49％

目標・成果値（予定）

学校開放事業：188,000人／年
シティレガッタ：  550人／年
大会・合宿の施設利用者数：
20,000人／年

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

・スポーツに取り組むことは、生きがいづくり・健康づくりに有効であるため「市民一人１スポーツ
　」を推進し、すべての世代がスポーツを体験できるよう各種スポーツ大会や教室を展開する。
・水辺環境を生かした潮来市ならではのスポーツ等の振興・郷土愛を育む事業の充実に取り組む。
・スポーツツーリズムによる通年型観光の実現に向けて、令和5年度より「潮来市スポーツ大会及び
　合宿開催支援補助金」を創設し市外から市内への宿泊者と体育施設利用者の増加を図る。

全市民及びスポーツツーリズムについては市外からの施設利用者及び市内への宿泊者

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

４．事業期間
昭和54年度 ８．根拠法令・個別計画

９．目標又は成果指標の内容 体育施設の利用者数、レガッタ参加者数、大会・合宿による施設利用者数

011843、011912
011950

保健体育総務費、スポーツ大会事業
水郷レガッタ

生涯学習課 グループ名 生涯学習

１．事 業 名 スポーツ推進事業

生涯にわたり学び活動できる場の充実

「市民一人1スポーツ」の推進 ６．実施手法・手段等 直営

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

4-4-1、4-4-2,、4-4-3

ソフト 補助・単独
具体的施策

「市民一人1スポーツ」の推進、潮来らしさを生かしたスポーツ・レ
クリエーションの振興、スポーツレクリエーション環境の充実

３．教育振興
基本計画体系

４-６-１ 生涯スポーツの推進 ７．予算科目コード・事業名



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

新規・継続・休止 経常 基本施策 4-5 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策5

（２）

事業開始年度

事業終了年度

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

○

○

○

○

評価委員コメント欄

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である

地域の宝である文化財を保護するため、地元の方々と協力していくことが望ましい。２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後の
方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

文化財の保護のため定期的な巡視を行うことにより、市内の文化財の現状把握を行
い、適切な修繕・保全活動を実施している。
近年は老朽化に伴う修繕だけでなく、台風等の災害による被害が発生しており、引
続き文化財保護事業を実施していく必要がある。
文化財を生かした体験学習や各種講座を実施していく必要がある。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた

文化財巡視等の保全活動について目標通りに実施することができた。２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い
巡視活動等により市内文化財の現状を把握し、指定文化財の標柱・看板の修繕や、
修繕事業の補助を行うことで、文化財の保護・整備を効果的に行うことができると
考えられる。

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

財
源
内
訳

財源内訳 国庫支出金

県支出金

地方債

その他

2,573,605 一般財源 3,832,000

目標・成果値
の根拠等

伝統文化・文化財の保全活動の回数
・県文化課と共同で実施する指定文化財巡視　年２回
・潮来市文化財保護審議会委員による巡視　　年１回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　年３回

目標・成果値の根拠等

伝統文化・文化財の保全活動の回数
・県文化課と共同で実施する指定文化財巡視　年２回
・潮来市文化財保護審議会委員による巡視　　年１回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　年３回

事業費 2,573,605 事業費 3,832,000

地域の史跡、文化財の保護に向けては、地域の歴史や文化に対する市民の関心を高めるための活動を
促進するとともに、交流事業の素材として周辺環境を整備するなど、保護体制の充実が必要である。
また、文化財の保護・保全のため、定期的な巡視活動を実施し、市内の文化財の現状把握を行う。

主な業務
・指定文化財の保護・整備事業
・市内文化財の巡視活動
・県指定文化財旧所家住宅の公開事業
・埋蔵文化財包蔵地の照会受付、現場確認、試掘業務調査による遺構の有無の確認

現状
・本市には国・県・市あわせて123の指定文化財があり、文化財保護審議委員とともに、巡
視を実施している。
・埋蔵文化財包蔵地の照会に関する業務として、照会申請に伴う現地確認を行い、必要に応じ
て試掘調査を実施している。
課題
・地域の歴史、文化に対する市民の関心を高めることができるように、各種講座の充実や郷土
教育の推進する事業が必要。
・老朽化や台風等の災害により修繕を行う必要がある文化財が多くある。
・指定文化財を生かした体験・学習機会の提供のため、文化財保護団体等と連携し、郷土教育
の講座や体験学習の機会を増やす。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

○施設修繕　指定文化財標柱・看板修繕（標柱1基）
○文化財巡視活動　県文化課と共同の文化財巡視（２０箇所）２回
　　　　　　　　　潮来市文化財保護審議会巡視（47箇所）１回

（主なもの）
・報酬　　　  67,200円
・委託料　　247,810円
・負担金補助及び交付金　1,503,750円

○施設修繕　指定文化財説明板及び標柱修繕
○文化財巡視活動　県文化課と共同の文化財巡視、潮来市文化財保護審議会巡視

（主なもの）
・報酬　　　126,000円
・委託料　　749,000円
・負担金補助及び交付金　1,394,000円
・使用料及び賃借料（関東ブロック民俗芸能大会バス借上料）　298,000円

目標・成果値 ３回 100% 目標・成果値（予定） ３回

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

地域の歴史文化を再認識することで、郷土への愛着心を高めることができるよう、伝統継承
のために保存団体の活動を支援する。また、地域の文化財の保護、整備に努め、登録文化財
制度の活用を促進する。

・市民の関心を高めるための活動を促進。
・文化財の保護・整備。

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

４．事業期間
昭和３６年度 ８．根拠法令・個別計画 文化財保護法

９．目標又は成果指標の内容 伝統文化・文化財の保全活動回数

011469、011571 文化財保護事業・郷土資料館費

生涯学習課 グループ名 生涯学習

１．事 業 名 文化財保護事業

郷土の誇りとなる水郷文化の継承と創造

水郷文化の保存と次世代への継承 ６．実施手法・手段等 直営

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

4-5-2

ソフト 補助・単独
具体的施策 伝統文化の保存と次世代への継承

３．教育振興
基本計画体系

5-2-1 文化財等の保存・継承 ７．予算科目コード・事業名



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

新規・継続・休止 経常 基本施策 1-3 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策１

（２）

事業開始年度

事業終了年度

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

○

○

○

○

生涯学習課 グループ名 生涯学習

１．事 業 名 人権教育推進事業

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

1-3-4

ソフト 補助・単独
具体的施策 人権教育の推進

３．教育振興
基本計画体系

４．事業期間
８．根拠法令・個別計画 人権教育推進全体計画、生涯学習推進基本計画

９．目標又は成果指標の内容 人権教育研修会の参加者数

自主性・自立性を持ち、社会の変化に対応できる力の育成

豊かな心を育む教育・主体的に社会の形成に参画する態度の育成 ６．実施手法・手段等 直営

１－２－１ 道徳教育・人権教育の充実 ７．予算科目コード・事業名 011642 清水集会所費

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

・人権教育研修会やワークショップの開催による人権教育の充実を図る。
・人権課題や人権教育に関する資料・図書などを充実させ、広く市民に活用を促す。
・児童生徒の人権作品集「心のかけ橋」の発行と水郷まちかどギャラリーにおいて人権作品展を開催
する。
・家庭や地域、学校、職場などあらゆる場を通した人権教育の推進を図る。
・国や県などの関係機関や人権問題に取り組む市民活動団体などの理解と協力を得て、人権教育を推
進する。

現状
セクシャル・マイノリティをはじめとする性の多様性への対応、同和問題、いじめなどの子ど
もへの人権問題、高齢者の人権問題、女性に対するハラスメント、障害者や外国人に対する差
別、犯罪被害者及びその家族への差別問題など、人権問題に対する社会的関心は高まりを見せ
ているが、その反面、人権尊重への基本的理念について、正しい理解・認識がなされていると
は言えない状況にある。
課題
思いやりのあるあたたかい地域社会を形成するために、市民誰もが人権問題を身近な問題とし
て、捉えることが重要である。また、人権課題が年々増加していることから市民に対しての啓
発活動への取り組みに努める必要がある。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

誰もが人権問題を身近な問題として意識する環境が醸成され、思いやりのある暮らしやすい
社会の形成を目指し、市民一人ひとりが人権を尊重し、思いやりのある暮らしができるよ
う、同和問題をはじめとして、いじめ、虐待、差別等の解消に向け、人権問題に対する理解
を促進し、人権尊重という意識を醸成することを目的とする。

市民、小中学校教職員、児童生徒。

人権教育推進事業
○人権教育研修会
　　研修会参加人数　１７２人
○人権作品展　　人権啓発ポスター・人権メッセージ・標語の展示
　　　　　　　　作品数　ポスター27点　メッセージ27点　標語54点　合計108点
○心のかけ橋発行　　上記で募集した人権作品の作品集を発行し、児童生徒及び市内全戸配布
　　　　　　　　　　発行部数　８,３00部
清水集会所運営事業
○学習会及び女性学級
　学習会　　実施回数　51回　参加人数　408人
　女性学級　実施回数　  7回　参加人数　　28人
（主なもの）
○報償費　563,000円
○需用費　498,986円

人権教育推進事業
・人権教育研修会
・心のかけ橋発行
・人権作品展
清水集会所運営事業
・運営委員会
・学習会及び女性学級

（主なもの）
○報償費　730,000円
○需用費　659,000円

目標・成果値 250人 68% 目標・成果値（予定） 250人

目標・成果値
の根拠等

人権教育研修会参加人数
潮来市第7次総合計画
2018年度基準値　213人/年
2023年度目標値　250人/年

目標・成果値の根拠等

人権教育研修会参加人数
潮来市第7次総合計画後期基本計画
2023年度実績値　101人/年
2028年度目標値　250人/年

事業費 1,681,000 事業費 1,691,000

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた
成果値の達成率は７割弱と未達成ではあったが、その他の事業も含め、目標どおり
の成果は得られた。本市の人権教育は、他市町村に比べても、取り組んでいる事業
が多く、成果も挙げられている。

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

その他

1,681,000 一般財源 1,691,000

財
源
内
訳

財源内訳 国庫支出金

県支出金

地方債

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い 人権教育研修会では市民、市職員・教職員、各種社会教育団体を対象に開催し、現
代的な人権課題である「ＬＧＢＴＱ」への理解を促す事業を展開することができ
た。また、その他の事業についても、年間を通した啓発活動をすることができ、効
率性・経済性は良いと考えられる。

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である
人権課題は年々変化している状況であり、市民全体への効果的・継続的な啓発を行
うためには市教育委員会が主導し、積極的に事業を進めていくことが不可欠であ
る。

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

評価委員コメント欄

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後の
方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

市民全体が人権問題を身近な問題として捉えることができるように、今後も継続し
て人権教育の推進事業を展開していく必要がある。本市は、教育委員会と首長部局
が密接な連携をとりながら人権教育を推進できており、県教育委員会からも高い評
価を得ている。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

第7次総合計画後期基本計画の

実績値とR5実績の人数が異なっ



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

新規・継続・休止 経常 基本施策 4-3 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策4

（3）

事業開始年度

事業終了年度

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

○

○

○

○

評価委員コメント欄

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である

質の高いサービスを提供するために指定管理制度は妥当である。２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後の
方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

令和4年度も新型コロナウィルス感染症対策のため、目標値は未達成ではあるもの
の、ここ数年の来館者数、講座参加者数を見ると市民満足度は高い。
また、開館して15年を超えるため、一部設備の修繕が必要な箇所が発生しているた
め、計画的に施設の維持管理を実施する。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた
新型コロナウイルス感染症の影響により入館者数の制限等の対応を行ったため、目
標値を達成することができなかった。
令和５年度中より、電子図書館の来館者数のカウントができなくなっている。

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い

サービスの質や生涯学習事業の展開等を考慮するとバランスは良好であると考える。２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

財
源
内
訳

財源内訳 国庫支出金

県支出金

地方債

その他

93,063,648 一般財源 89,763,000

目標・成果値
の根拠等

来館者数　105,605人
　（電子図書貸し出し数　681冊）

目標・成果値の根拠等

潮来市教育振興基本計画
2017年度基準値　203,296人/年
2023年度目標値　215,000人/年

事業費 93,063,648 事業費 89,763,000

市が行ってきた公共サービスを継承しつつ、民間が持つノウハウを最大限に活かしながら専門化・多
様化するニーズに応えるため、平成２２年４月より指定管理者制度を導入し下記の事業を実施してい
る。

（主な事業）
・各季図書企画・おはなし会・ブックスタート・映画上映会・学校支援事業・図書館まつり
・読書通帳・クリスマスミニコンサート・豆本づくり・ミステリーバック
・電子図書館事業・各種講座教室の開催

来館者数は、安定して目標値以上またはそれに近い数を記録していたが、令和２年度以降、新
型コロナウイルス感染症による休館があり、減少が続いている。今後も、自宅で行える電子図
書館サービスの加入者促進に努め、来館が困難な時であっても、図書館サービスが受けられる
よう、利用を推進していきたい。また、電子化された地域・郷土資料を公開し、地域・歴史的
価値の再発見と地域資源のPRにつなげたい。あわせて、2階郷土資料室の展示を改良してい
きたい。

なお、開館以来使用していた蔵書管理システムが、サービス会社の事業撤退により、令和6年
度に入れ替えを行う。利用停止期間が例年より一週間長い為、周知を徹底する必要がある。
一部の施設設備等が耐用年数を経過するため、修繕が必要となる。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

○指定管理料：87,600千円
○委託料：1,287千円
・図書館システム更新業務
○修繕料：281千円
・駐車場照明等修繕工事
○来館者数　105,605人
（電子図書貸し出し数　681冊）

○指定管理料：87,600千円
○業務委託費：1,418千円
○修繕料：286千円
・外灯修繕工事

目標・成果値 215,000人 49% 目標・成果値（予定） 215,000人

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

・「人と人、本と人が出会う４つの広場づくり」を柱とした事業を進める。
①知識の広場「市民が必要とする資料を提供できる環境の整備」
②情報の広場「市民と資料の橋渡しをするレファレンス・サービスの充実を図る」
③文化の広場「地域の文化活動を支援したり、行事を開催し地域の文化を生む」
④地域の広場「憩いの場・くつろぎの場・交流の場のような環境づくり」
・潮来市教育振興基本計画や平成２１年３月に策定された「潮来市子ども読書活動推進計
画」を基本に学校・家庭・地域・図書館が連携し子どものための読書活動の推進を図る。

市民（近隣市含む）に対し、図書資料の提供をはじめとする学習機会を提供する

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

４．事業期間
平成18年度 ８．根拠法令・個別計画 図書館法、潮来市子ども読書活動推進計画

９．目標又は成果指標の内容 図書館来館者数（※電子図書館含む）

011689 図書館管理事業

生涯学習課 グループ名 生涯学習

１．事 業 名 図書館管理運営事業

生涯にわたり学び活躍できる場の充実

生涯学習の拠点となる公民館や公立図書館等の充実 ６．実施手法・手段等 委託

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

4-3-4

ソフト 補助・単独
具体的施策 市民の学習活動を支える市立図書館の運営

３．教育振興
基本計画体系

4-3-2 市民の学習活動を支える潮来らしい市立図書館の運営 ７．予算科目コード・事業名



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

新規・継続・休止 経常 基本施策 4-4 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策４

（８）

事業開始年度

事業終了年度

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

〇

〇

〇

○

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である 水泳教室開催等の自主事業を実施しており、今後も指定管理を継続し管理運営する
ことが望ましい。

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後の
方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する スポーツ・レクリエーションとして一定の利用者がいる。今後は様々な人が水泳に
親しめる機会を提供するため、指定管理者や関係各課と連携しリハビリ向けの教室
や高齢者、障がい者等が参加できる教室の開催を目指していく。
施設の老朽化に伴い、年々修繕箇所も増えていることから、令和5年度に長寿命化
計画策定し計画的な修繕、工事、維持補修を実施する。施設に老朽化や劣化が確認
されてから対応する事後的な補修管理ではなく、計画的な安全型管理を実施する。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

１３．令和5年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた 新型コロナウイルス対策として、更衣用ロッカー交換や手洗い器の交換等を実施
し、市民に安全に利用していただけるようになった。
また、前年、前々年に比べ少しずつ利用者は増えているものの、新型コロナウイル
スの影響で利用者及び教室への参加者が減少となった。

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い 快適に利用してもらうために施設維持及び管理の為の工事等を実施したが、新型コ
ロナウイルスの影響で利用者及び教室参加者が減少した。

２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

財
源
内
訳

4,055,494 財源内訳 国庫支出金 12,105,500

県支出金

地方債

その他

54,693,533 一般財源 54,224,500

目標・成果値
の根拠等

目標・成果値の根拠等

事業費 58,749,027 事業費 66,330,000

・指定管理者による水泳教室を開催し、年間を通して幅広い年齢層の利用促進のため、指定管理者
　による水泳教室を開催している。
・学校と連携し水泳授業の受け入れを行っている。
・令和5年度に策定した長寿命化計画に基づき、令和6年度から計画的な修繕、工事、維持補修を実
施する。

・現状
　一般の利用だけではなく、学校の水泳授業の受け入れ、市内のスポーツ少年団、スイミング
　クラブ、中高年の方を中心とした市民の憩いの場となっている。
　小学生の水泳教室については、市内の各小学校から参加しており、学区を超えた交流が図ら
　れている。また、毎月1回の泳力検定を実施しており、進級を目指し技術の向上につながっ
　ている。
・課題
　様々な人が水泳に親しめる機会を提供するため、指定管理者や関係各課と連携しリハビリ向
　けの教室や高齢者、障がい者等が参加できる教室の開催を検討していく。
　令和5年度に策定した長寿命化計画に基づき、令和6年度から計画的な修繕、工事、維持補
修を実
　施するが約4億円の費用が必要であるため、予算の確保が課題である。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

市民プール指定管理料　                35,088,000円　年間利用者数(かすみプール含む)　16,531人
市民プール指定管理料(R4精算金)(コロナ交付金)        水泳教室参加者　　3,605人
 　　　　　　　　　　　　　　　     4,055,494円   ・小学生Aコース 1,143人
前川市民プール施設修繕料　　   　      484,000円   ・小学生Bコース 1,119人
前川市民プール長寿命化計画策定業務委託                 ・小学生Cコース 　780人
　　　　　　　　　　　　　　 　     2,530,000円　・成人コース　       563人
前川市民プール工事請負費
・ポンプ交換工事  　                         822,800円
・漏水修繕工事                                 180,400円
かすみ市民プール施設修繕料　　　  　 357,500円
かすみ市民プール保守点検業務委託　1,280,400円
かすみ市民プール工事請負費
・排水設備改修工事　　　　　　    12,870,000円
・水道メーター設置工事                     451,000円
   (R6へ事故繰越)

市民プール指定管理料　　               35,532,000円
前川市民プール施設修繕料　　           1,700,000円
前川市民プール改修工事　　　　　　24,211,000円
かすみ市民プール保守点検業務委託　  1,284,800円
水泳教室参加者　277人(8月末現在)
・小学生Aコース　101人
・小学生Bコース　  94人
・小学生Cコース　  53人
・成人コース　       29人
年間利用者数(かすみプール含む)(9月末現在)　8.787人

目標・成果値 目標・成果値（予定）

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

市民が日常的にスポーツやレクリエーションに取り組めるように、市民プール利用促進、施
設の維持管理の充実に取り組む。
一般の利用だけではなく、学校の水泳授業の受け入れ、市内のスポーツ少年団、スイミング
クラブ、中高年の方を中心とした市民の憩いの場となっている。
また、指定管理者による水泳教室を開催しており、年間を通して幅広い年齢層に利用されて
いる。

プール利用者

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

４．事業期間
平成4年度 ８．根拠法令・個別計画 潮来市立市民プール個別施設計画

９．目標又は成果指標の内容 利用者数

012130、012150 市民プール管理費

生涯学習課 グループ名 生涯学習

１．事 業 名 市民プール管理事業

生涯にわたり学び活躍できる場の充実

スポーツ・レクリエーション活動を支える環境の充実 ６．実施手法・手段等 委託

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

4-4-3

ソフト 補助・単独
具体的施策 スポーツ・レクリエーション環境の充実

３．教育振興
基本計画体系

４-8-1 スポーツ施設の維持管理や整備充実 ７．予算科目コード・事業名



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

新規・継続・休止 経常 基本施策 4-5 施策

 ソフト・ハード 単独

基本施策５

（３）

事業開始年度

事業終了年度

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

○

○

○

○

評価委員コメント欄

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である

指定管理による質の高い展示、展覧会が開催され市内外の利用者がある。指定管理
制度を継続する事業と思われる。

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後の
方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する

すでに文化・芸術活動拠点として市民に定着している。市民活動の場として、作品
の展示や施設の管理に努めていく。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた

予定どおりの展示を行うことができた。２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い

指定管理者の専門的な知識を活用した運営ができている。２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

財
源
内
訳

0 財源内訳 国庫支出金 0

0 県支出金 0

0 地方債 0

0 その他 0

5,566,980 一般財源 5,700,000

目標・成果値
の根拠等

年間に開催可能な展示数　30展示

目標・成果値の根拠等

年間に開催可能な展示数　30展示

事業費 5,566,980 事業費 5,700,000

指定管理者制度を導入していることにより、専門的な知識を活用し、質の高い展示会を年間
を通して開催する。
また、老朽化した施設の維持管理を行い、市民が文化芸術に触れあう場として整備を行う。

平成18年度から指定管理制度を導入し、年間の展示会開催は30回を超え数多くの来
館者が訪れている。また、市外の展示団体を誘致することにより他市からの来館者が
増えている。
昨年から新型コロナウイルスの影響を受け、今までの利用形態だけではない施設の利
用、企画が必要とされる。
現在の建物は昭和48年に銀行として建てられたもので、老朽化している部分が多く、
修繕工事等の維持管理に費用がかかっている。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

31回の展示を行った。

(主なもの）
○　指定管理料　　5,400,000円
○　修繕費　　　　　80,850円（フェンス張替工事）

展示予定数　３０展示

(主なもの）
○指定管理料　　5,400,000円
○修繕費　　　　　300,000円

目標・成果値 30展示 103% 目標・成果値（予定） 30展示 100%

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

市民の文化芸術の活動拠点として、さらには街の情報発信基地として本市出身の芸術家の展
示会開催等により郷土に対する関心と理解を深める場の提供を行う。優れた作品を鑑賞する
ことにより、教養と学習意欲の換気を促すことを目的とする。
平成18年4月から、質の高いサービスの提供、円滑な管理運営のため指定管理者制度を導入
している。

市民（近隣）、学校、団体（文化協会等）

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

４．事業期間
平成８年度 ８．根拠法令・個別計画

９．目標又は成果指標の内容 展示会数

011641 水郷まちかどギャラリー管理費

生涯学習課 グループ名 生涯学習

１．事 業 名 水郷まちかどギャラリー指定管理事業

郷土の誇りとなる水郷文化の継承と創造

文化・芸術活動を支える環境の充実 ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

２．事業性質
継続 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

4-5-1

ソフト 補助・単独
具体的施策 市民の文化・芸術活動の振興

３．教育振興
基本計画体系

5-3-1 水郷まちかどギャラリーの充実 ７．予算科目コード・事業名



潮来市教育委員会点検・評価表 課・室名

新規・継続・休止 経常 基本施策 4-2 施策

 ソフト・ハード 補助

基本施策３

（２）

事業開始年度

事業終了年度

備考

達成率 達成率

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

○

○

○

○

生涯学習課 グループ名 生涯学習

１．事 業 名 コミュニティ・スクール導入推進事業

２．事業性質
新規 経常・臨時

５．総合計画等の位置づけ

4-2-3

ソフト 補助・単独
具体的施策 地域教育の充実

３．教育振興
基本計画体系

地域による学校運営の支援体制づくり

地域連携活動を通じた学びの充実

４．事業期間
令和５年度 ８．根拠法令・個別計画

９．目標又は成果指標の内容 全ての学校

みんなが参加し学び支える環境づくり

学校と地域との連携・協働（コミュニティ・スクールの推進） ６．実施手法・手段等 直営・委託・その他（　　　　　　　　　　）

3-2-1
3-2-２

７．予算科目コード・事業名

③ 目的を実現するための手段 （実施方法や主な業務等） ④ 現状と課題

【各小中学校】
・各学校における「コミュニティ・スクール協議会」の定期的な開催（年４回推奨）
・協議会における学校と地域住民による「目標やビジョン」の設定と共有
・「熟議」による「地域学校協働活動」の実施

【教育委員会としての取組】
・社会教育主事による各学校への伴走支援
・協議会委員の資質向上に向けた研修会の実施
・運営の中心となるコーディネーターの発掘と育成
・モデル校における参観会の開催

【現状】
・モデル校においては他校の模範となるような取組ができた。
・その他の学校は、協議会委員の人選が遅れ、年度後期の導入となる見込みである。
・年度後期にかけて協議会委員・コーディネーターの研修会を開催する計画である。充実した
研修となるように、講師・内容を選定していきたい。

【課題】
・中学校区ごとに導入する学校が多いので、他市の先進事例等をふまえながら運営していきた
い。
・保護者・地域住民への広報活動が十分にできていないので、積極的に周知活動に取り組んで
いく。
・学校・地域によって、制度の理解不足等による取組内容の差があるので、他校の協議事例を
参考に啓発していきたい。

１１．令和５年度事業内容 １２．令和６年度事業内容（予算額）

１０．事業の概要

① 事務事業の概要（どのような目的なのか。趣旨等は何か） ② 対象（誰・何に）

◎学校と地域代表者が対等な立場となって協議する「学校運営協議会」を設置している学校
のことを「コミュニティ・スクール」と呼ぶ。
○コミュニティ・スクール制度を市内全小中学校に導入する。
　・学校と地域が目標やビジョンを共有し、知恵を出し合って子どもたちの成長を支える学
校運営に取り組むため、コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入を推進す
る。
　・学校と地域がこれまで以上に連携し、「地域とともにある学校」「学校を核とした地域
づくり」を目指す。

・市内全小中学校（児童生徒、保護者、教職員）
・各学校区地域住民
・社会教育各種団体
・その他団体

【各小中学校】
・モデル校での先行実施 … 津知小学校
　協議会開催 … ３回　［内容］目標・ビジョンの設定・共有
・その他の学校 … 協議会委員の人選

［教育委員会］
・研修会の開催 … 各学校管理職対象
・ガイドブックの作成

【各小中学校】
・モデル校
　熟議をとおした地域学校協働活動の実施（「おもしろ講座」への出展）
・その他の学校
　協議会委員の決定 → 協議会の開催（目標・ビジョンの共有）

【教育委員会】
・各種研修会の開催 … 協議会委員、コーディネーター対象
・全校導入に向けた伴走支援
・市内各協議会、コーディネーターの組織づくり

目標・成果値 1 100% 目標・成果値（予定） 全校

目標・成果値
の根拠等

コミュニティスクール（学校運営協議会）

目標・成果値の根拠等

事業費 7,163,190 事業費 2,542,000

１３．令和５年度事業の評価 １４．評価理由等（具体的に評価理由等を記載してください）

事業の成果・期待度・満足度

［意図した成果があがっている
か］

１．目標よりも大きな成果が得られた 　モデル校における取組は、校長先生のリーダーシップのもと、他校の模範となる
素晴らしい取組ができた。その成果を各校へ波及させていきたい。
　その他の学校においては、管理職の各種研修会への参加を促したことで、本制度
の理解が進んできている。

２．概ね目標どおり・期待どおりの成果が得られた

３．目標とする成果が得られなかった

0

0 その他 28,000

6,869,600 一般財源 2,514,000

財
源
内
訳

293,590 財源内訳 国庫支出金 0

0 県支出金 0

0 地方債

事業の効率性・経済性

［コストに見合うだけの成果を
上げているか]

１．費用と効果のバランスが良い 　令和５年度からの新規事業であるが、モデル校での取組を振り返ると、全ての学
校へ導入する必要性を強く感じた。学校と地域が対等の立場となって、学校運営や
地域の課題について協議する機会は大変貴重である。２．費用と効果のバランスがやや悪い

３．費用と効果のバランスが悪い

事業手段の妥当性

［市が処理すべき事業か。民間
委託等に転換できないか］

１．目的達成のために効果的な手法である 　本事業の導入は市教育委員会が主体とならなければならない。新しい制度を学校
に導入するためには、市教育委員会の積極的な支援が必要である。
　また、本事業の目指すべき将来像は「地域主体」による協議会開催である。その
ためにも、安定した運営体制が構築されるまで、教育委員会による伴走支援が必要
不可欠である。

２．目的達成のために効果が薄い手法である

３．別の手法を検討する必要がある

評価委員コメント欄

総合的な評価

[事業を総合的に評価し、今後の
方向性を判断する]

１．事業の重点化・拡充する 　従来の「学校評議員制度」を発展させた事業であり、これまでの「地域に開かれた学校」
から「地域とともにある学校」へと変革するために、大きな転換点となる事業である。「地
域の子どもは地域で育てる」という理念のもと、学校と地域が一体となって各種教育活動に
取り組んでいけるような組織体制を構築していきたい。生涯学習課で取り組んでいる様々な
児童生徒対象の事業の理念は、「コミュニティ・スクール」及び「地域学校協働活動」の考
え方であるので、本事業を進めることでその他の事業も充実してくると考えられる。
　また、本事業には、「学校を核とした地域づくり」というテーマもある。学校運営に関す
る協議だけではなく、地域課題を協議する場ともなる。地域活性化につながるように、保護
者や地域住民の理解を深め、参画を促すためにも、積極的に本事業の周知活動に取り組む必
要がある。

２．現状維持し継続する

３．事業の統合・縮小を行う

４．事業の見直しが必要

５．事業の廃止・休止を検討



計画名称 分野・施策 重点プロジェクト 現状値・基準値 目標値（令和１０年度） 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度

※
茨城県学力診断のためのテストにおける全学年、

全教科の平均正答率
県平均を上回らない学年、教科がある 県平均を全学年、全教科で上回る 県平均を上回らない学年、教科がある

※ 市内小中学校の給食における地元産品の品目 １６品目 ２５品目 ２４品目

青少年相談員によるパトロール活動回数 １３回／年 １５回／年 １２回／年

家庭教育学級参加者数 ７１０人 １，０００人 ５０６人

※ 公民館の利用者数 ６６，０７２人 ９９，３００人 ６８，２６８人

※ 各種講座の市民講師の登録者数 １８人 ２０人 ２０人

※ 図書館来館者数 ８４，６５１人 ２１５，０００人 １０５，６０５人

※ 学校開放事業による利用者数 １６６，４８５人 １８８，０００人 １５５，５９８人

※ 水郷潮来シティレガッタの参加者数 ３８７人 ５５０人 ３８７人

※ スポーツ・アスリートによる講演会等実施学校数 ５校／年 ６校／年 ５校／年

※ スポーツ大会・合宿による施設利用者数 １５，０００人／年 ２０，０００人／年 １８，５６１人／年

※ 市民文化祭参加者数 １，０００人 １，１００人 １，０００人

※ 伝統文化・文化財の保全活動 ３回／年 ３回／年 ３回／年

★ 「学校が楽しい」と感じている児童・生徒の割合
小学生（７７．７％）

中学生（７２．８％）

小学生（８０％以上）

中学生（８０％以上）
＊＊＊＊＊

「勉強が好き」と感じている児童・生徒の割合
小学生（５２．７％）

中学生（２７．３％）

小学生（６０％以上）

中学生（４０％以上）
＊＊＊＊＊

※
茨城県学力診断のためのテストにおける全学年、

全教科の平均正答率
県平均を上回らない学年、教科がある 県平均を全学年、全教科で上回る 県平均を上回らない学年、教科がある

★ 「学校が楽しい」と感じている児童・生徒の割合
小学生（７７．７％）

中学生（７２．８％）

小学生（８０％以上）

中学生（８０％以上）
＊＊＊＊＊

心配ごとや悩み、不安がある児童・生徒の割合
小学生（２６．８％）

中学生（４２．１％）

小学生（２０％以上）

中学生（３０％以上）
＊＊＊＊＊

※ 市内小中学校の給食における地元産品の品目 １６品目 ２５品目 ２４品目

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）

の導入校
１校 すべての小中学校 １校

家庭教育学級の参加者数 ７１０人 １，０００人 ５０６人

※ 青少年相談員によるパトロール活動回数 １３回／年 １５回／年 １２回／年

※ 公民館の利用者数 ６６，０７２人 ９９，３００人 ６８，２６８人

※ 各種講座の市民講師の登録者数 １８人 ２０人 ２０人

※ 図書館来館者数 ８４，６５１人 ２１５，０００人 １０５，６０５人

※ 学校開放事業による利用者数 １６６，４８５人 １８８，０００人 １５５，５９８人

※ 水郷潮来シティレガッタの参加者数 ３８７人 ５５０人 ３８７人

※ スポーツ・アスリートによる講演会等実施学校数 ５校／年 ６校／年 ５校／年

※ スポーツ大会・合宿による施設利用者数 １５，０００人／年 ２０，０００人／年 １９，５６２人／年

潮来市を好きな児童・生徒の割合
小学生（８０．４％）

中学生（４６．８％）

小学生（８０％以上）

中学生（６０％以上）
＊＊＊＊＊

※ 市民文化祭参加者数 １，０００人 １，１００人 １，０００人

※ 伝統文化・文化財の保全活動 ３回／年 ３回／年 ３回／年

第２期学校適正化計画 小中学校数
小学校　５校

中学校　４校

小学校　４校

中学校　３校

小学校　５校

中学校　４校

※★については重複している項目

学校適正化（統合）

目標とする指標

第２期教育振興基本計画

第７次総合計画 第４節　教育・文化分野

４－１　学校教育

４－２　青少年育成

４－３　生涯学習

４－４　スポーツ・レクリエーション

４－５　地域文化

基本施策１

　自主性・自立性を持ち、社会の変化に対応できる力の育成

基本施策２

　子どもたちの学習環境の整備

基本施策３

　みんなが参加し学びを支える環境づくり

基本施策４

　生涯にわたり学び活躍できる場の充実

基本施策５

　郷土の誇りとなる水郷文化の継承と創造
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Ⅴ 潮来市教育委員会評価委員の意見等について 

 

 

１ はじめに 

教育委員会評価委員とは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法

律第 162 号）第 26 条第２項の規定において「教育委員会は、その前項の点検及び評価

を行うに当たっては、教育に関する学識経験を有する者の知見の活用を図るものとす

る」と明記されています。「教育に関する学識経験を有する者」とは、教育委員や現職

教員、事務職員等でない者で、教育に関して公正な意見を述べることが期待される人

が想定されます。 

さて、昨今においては、新型コロナウィルス感染症も令和５年５月８日より感染法

上第５類感染症へ移行となり、日常生活はもとより、学校生活においても平常の教育

活動ができるようになり、教育委員会の事務・事業もそれに対応しての取組が進めら

れてきたと思います。 

そこで、潮来市教育行政評価委員会設置要綱（令和４年潮来市教育委員会告示第 17

号）第２条の規定に基づき、令和５年度（令和４年度主な事務・事業）教育委員会の

点検・評価等について、学識経験者の立場から意見を述べさせていただきます。 

 

２ 潮来市教育行政目標について 

2019 年度に策定された潮来市教育振興基本計画(2019-2023)に基づき、「１ 児童生

徒一人一人に確かな学力を確実に身に付けさせる教育の推進」、「２ 地域と一体とな

った豊かな心を育む教育と青少年の健全育成の推進」、「３ 健康でたくましく心身を

培い、自ら社会の変化に対応できる教育の推進」、「４ 生涯を通じ、文化やスポーツ

に親しむことができる環境づくりの推進」、「５ 安全・安心な教育環境整備の推進」

の５項目を教育行政の目標とし、グローバル化の進展や人工知能などの技術革新、人

口減少や少子高齢化等により、急速に社会が変化する中、将来を担う子供たちを育て

るため、限られた財源の中で適切に各種事業を推進していると考えます。 

 

３ 第２期潮来市教育振興計画について 

２つの基本方針、６つの基本政策において、２１の指標に数値目標を設定して学校

教育、生涯学習を推進して「みんなが学び 未来を拓く 潮来の教育 人づくり」を

目指し、教育委員会を中心に日々の教育関連事業が展開されていることに深く敬意を

表します。 

   目標の達成状況を見ると、残念ながら数値目標を達成していない指標も見られます。 

基準値が 2017年であるために、達成できていない指標については、まだコロナ禍前の

状況には戻っていないことが分かります。今後は、令和５年度に策定した第２期潮来

市教育振興計画に基づき、時代の変化に沿った教育の振興及び生涯学習の推進を図り

ながら施策や事業に取り組み目標が達成できることを期待します。 

   また、その中で特に、学校教育の本分は確かな学力、豊かな心、健やかな体の育成
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です。「体力テスト」のように「県の学力診断のためのテスト」、「全国学力学習状況調

査」が、小中学校とも県の平均を上回るよう、学力向上対策に重点を置き、更なる教

員研修の充実、積極的な授業改善を期待します。 

 

 

４ 教育委員会会議に関する意見等について 

定例会 12回（報告 6件 議案 58件） 

  臨時会 １回（報告 １件 議案 １件） 

定期的及び臨時会合わせて、59 件の案件が協議されています。市の教育行政全般

にわたり慎重に審議されたものと評価いたします。今後も、市民の多様な意向も反映

した教育行政推進のために審議されることを期待しています。また、お忙しい中、教

育委員の皆様が学校行事等に参加され、児童・生徒、教職員、保護者、学校等の様子

をご覧いただいていることに対して感謝を申し上げます。 

 

 

５ 教育委員会評価について 

実施した事業や取組を客観的に自己評価し、結果を分析して、次年度以降の計画に

つなげようとしていることがよく分わかります。 

令和５年度は潮来市教育振興基本計画の最終年度でもあるため、第２期潮来市教育

振興基本計画との整合性に配慮しながら、時代の変化に沿った教育の振興と生涯学習

の推進を図り、事業を継続していくためのＰＤＣＡサイクルが有効に機能しながら、

事業チェックが進められることを期待しています。 

 

６ 潮来市教育委員会点検・評価について 

私ども評価委員の評価結果を分析して、次年度以降の計画につなげようとしている

ことがよく分わかります。関係の職員の皆様に敬意を表します。 

 

〇【学校教育課】 

（１）非常勤配置事業 

配置状況は、市費で小学校５校・中学校１校の８名、県費でその他の中学校３校に

と市内小中学校の全校に配置され、きめ細かな指導ができています。限られた財源の

中で予算を確保し、状況に応じた配置をしている点など高く評価します。今後は、各

学校の多様なニーズに応えられるよう可能な限り、各学校複数配置になることを期待

します。 

 

（２）英語指導助手派遣事業 

国際社会を生き抜くために、生きた英語に触れ、実践的なコミュニケーション能力

の向上させることが目的です。ALT から直接英語を学べることには大変意義があり、  

今後も継続的な配置が必要だと思います。派遣業者で課題が見られますが、児童生徒

及び教職員への影響がでないよう引き続き推進されることを願います。また、児童生
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徒にこのような機会を安定して供給できる体制の維持のために、学校や派遣業者と連

携を図っていただき、継続していただくことを願っています。 

 

（３）学校の情報環境整備事業 

市内の全小中学校児童生徒及び学校教職員に学習支援端末が整備されていること、

そして、ICT を活用した学習が定着していることなど大いに評価します。今後は、各

学校でどのように活用しているか、効果的な活用になっているかなど観察調査して、

より費用対効果が高まるよう願います。また、令和７年度の端末交換の時期のために

も財源の確保は、不可欠であると考えます。 

 

（４）学校教育指導員配置事業（プログラミング教育支援員） 

学習支援端末が市内の児童生徒全員に整備されている現状を鑑みると、授業で活用

する上で教育支援員の配置は、必要不可欠であると思います。また、支援員と指導者

のより綿密な連携がより効果的な授業になると考えます。今後は、打合せの時間の確

保と各学校の教職員の指導力のスキルアップが求められています。 

 

（５）就学支援相談員配置事業 

相談件数が 177 件（実人数 125名）と相談人数の増加（63 名増）や内容も多様化し

ていることから就学支援相談員のニーズは高まっていることが分かります。幼児期か

ら小学校入学に向けて、幼保小のスムーズな接続、保護者の困り感の解消等を担い、

目標より大きな成果が得られたことが伺われ、高く評価します。今後も継続した事業

の推進を目指し配置人員の増員検討を期待します。 

 

（６）特別支援教育支援配置事業 

市内小中学校特別支援学級在籍児童生徒数が 130 名でした。今後も増えていくこと 

が予想されます。特別支援教育支援員のニーズは、事務局の説明にもありましたが高

まっていることがよく分かります。配置数も小学校に 15 名と限られた予算の中で苦

慮されていることが伝わってきます。大いに評価します。今後も中学校への配置も考

えながら、上記（５）の就学支相談員配置事業と併せて継続的な推進を願います。 

 

（７）教育支援センター事業 

不登校児童生徒数は、コロナ禍以降、全国的に増加しています。特に、茨城県内の

不登校の割合は、全国ワースト１といわれています。潮来市にも不登校児童生徒が 65

名で増加傾向であることから、教育支援センターの果たす役割は今後ますます重要と

考えます。相談件数 153 件、通級者総数 145 名、週１回の中学校派遣といった実績か

らも新たな居場所を得られており意義のある事業と評価します。いまだ不登校となっ

ている児童生徒いるため、更なる関係機関との連携を深め、校内フリースクールの設

置や充実と合わせて、学校へ復帰することのできる児童生徒が一人でも多くなるよう

期待します。 
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（８）学校適正化事業 

人口減少や少子化をはじめ、潮来市の小中学校の現状や児童生徒数の将来推計を踏

まえた潮来市学校適正化計画に基づき、順調に進んでいることが分かります。特に、

潮来小学校と津知小学校の統合に関して、準備委員会を設置され、統合に向けて慎重

に審議されてきたことを評価します。今後も、ご苦労は多いと思いますが、児童生徒

はもとより保護者、地域への丁寧な説明を継続して、誰もが納得する統合を目指すべ

きと考えます。また、将来を見据えた教育環境整備を期待しております。 

 

（９）小中学校就学援助事業（要保護・準要保護） 

給食費の無償化を行うなど経済的な理由で就学困難な児童の保護者はもとより、子 

供を就学させている保護者への支援が充実してきているように思われます。引き続き、

児童が安心して就学できるようなサポートを願います。 

 

（１０）学校部活動改革事業 

生徒数減少のため、市内の中学校生徒が希望する部活動がないことや、指導者不足

により、専門的な技術指導を受けられていない状況が見受けられます。生徒のニーズ

に応えるために、地域の実情に即して休日の中学校部活動を段階的に地域以降するた

め進められているものと思われます。近隣の状況を見ながら、指導者の確保などの課

題解決を図り、丁寧に進めることを期待します。 

 

（１１）中学校海外派遣事業 

コロナ禍は以降実施しておらず、今後は、「事業の見直し」をしているものと思わ 

れます。茨城県の「いばらき教育プラン」にも、時代の変化に対応し、グローバル社

会で活躍する「人財」、地域社会を変える「人財」を育てることがうたわれています。 

これからの国際社会を力強く生き抜くためにも、新たな事業について検討する必要が

あるものと思われます。潮来市として事業効果の高まる事業を考案することを期待し

ます。 

 

〇【学校給食センター】 

（１）学校給食調理加工業務委託事業 

児童生徒にとって給食の時間は、学校生活の楽しみです。「びっくり給食」や「まる

ごと茨城デー」の取組など評価します。今後も引き続き、安心・安全でおいしい学校

給食の提供を願います。また、予算確保にご苦労は多いと思いますが、令和４年度か

ら全児童生徒を対象に給食費無償化が拡大されたことは、大いに評価できます。 

 

〇【生涯学習課】 

（１）学習支援事業「まなびールーム」 

通塾していない児童生徒を対象に、地域の人的資源と教育力を活用して地域ぐるみ

で学習支援を行うことは、すばらしい意義のある事業だと思います。参加人数の小４：

33名、中１：19名、中２：８名の実績となり、令和５年度から拡大して中２を対象と
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したことを評価します。また、開催会場が中央公民館に 1 か所に限定されているため、

夏季休業中に市立図書館で４日間開催し、より多くの児童生徒が参加できるような工

夫・改善が図られたことを大いに評価します。 

 

（２）家庭教育活性化推進事業 

就学前から保護者に対して、教育講座をはじめ各種講座や親子体験教室などが開催

されたことはとても評価します。家庭で子供たちが健全な身体と人格を育むために、

家庭における教育力の向上は不可欠であり、意義のある事業と考えます。参加人数が

延べ 506 名（10回実施）で概ね目標は達成できたと評価します。また、５歳児家庭を

全戸訪問した訪問型家庭教育支援についても大いに評価できます。今後も工夫・改善

を図りながら充実することを願います。 

 

（３）公民館事業 

市民に学び、集い、交流の提供する公民館の果たす役割は、とても重要と思います。

利用人数も 68,268 名でした。市民のニーズに応じて開設講座を工夫したり、各公民館

への支援を少しでも増やすことにより、より一層充実した魅力ある公民館になること

を期待します。 

 

（４）青少年育成事業 

青少年の健全育成に向けて、青少年相談員はじめ、青少年潮来市民会議、子供会育

成会等の関係機関の皆様のあいさつ運動、マナーアップキャンペーン、青少年のつど

い、「家庭の日」絵画ポスター展、ＪＯＣオリンピック教室、祭礼等の巡視と多岐にわ

たる日々の活動に感謝申し上げます。引き続きよろしくお願いいたします。 

 

（５）スポーツ推進事業 

「潮来水郷シティレガッタ」の開催や学校施設の開放、市民スポーツ大会、ゴルフ

大会、ヨガ等の各種教室などが実施開催され、多くの市民が参加することができまし

た。大いに評価できます。また、人工芝で整備された前川グランドの効果的な活用と

経済効果を大いに評価します。 

少子高齢化や人口減少などの課題はありますが、今後もより多くの市民が参加でき

るような事業になることと合わせて、本市以外の多くの方をお招きできるような事業

になることを期待します。 

 

（６）文化財保護事業 

文化財保護審議員の皆様をはじめ、文化財の保護整備にかかわっている関係者の皆

様の指定文化財の整備・巡視活動に感謝申し上げます。島崎城址や長山城址は整備さ

れつつあります。その他にもたくさんある遺跡や古墳など潮来市の貴重な文化財は、

とても素晴らしい学習教材になります。今後は、潮来を理解し、潮来を愛する子供た

ちを育成するためにも、各小中学校における総合的な学習の時間等を活用して、積極

的な郷土教育の推進を期待します。 
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（７）人権教育推進事業 

性的マイノリティをはじめとする性の多様性への対応、同和問題、子供のいじめ問

題、女性へのセクハラ、パワハラ、障がい者等への差別など、人権問題に対する社会

的な関心は高まっています。人権教育研修会、作品展の開催、「心のかけ橋」の発行な

どを通して成果はでていると思います。今後も人権教育の充実を図り、人権意識を高

め、思いやりのある温かい地域社会を築く市民づくりの推進に期待します。 

 

（８）図書館整備事業 

開催日数 338日及び来館者数 105,605人とコロナ禍前まで回復しました。また、電

子図書館サービスの利用アクセス数も 58,000回を超え、「人と人、本と人が出会う広

場づくり」という本事業の目的をほぼ達成していると思います。図書館祭り、映画上

映会、読書通帳、ミニコンサート等の各種の図書企画も充実し、さらに蔵書も増やし

ながら、潮来の誇る素晴らしいと図書館になっています。今後も市民に親しまれる図

書館づくりの継続を願います。 

 

（９）市民プール管理事業 

利用者数は 16,531 名とコロナ禍前に戻ってきています。また、学校の水泳授業、市

内のスポ少、スイミングクラブ、中高年の方々に利活用されて、市民の学習活動及び

憩いの場になっていることなど評価できます。今後も市民プールが継続されることを

期待します。 

 

（１０）水郷まちかどギャラリー指定管理事業 

指定管理制度を導入して、専門的な知識での運営を取り入れ、31 回の展示を実施し

ています。多くの展示会が開催されたことは高く評価できます。 

 

（１１）学校運営協議会（コミュニティ・スクール）事業 

地域と一体となって子どもを育む「地域とともにある学校」へと転換していくため

の事業で、令和５年度モデル校を津知小学校として、地域の方等 15 名で組織された協

議会において「地域で育てたい児童像」を共有しながら事業を進めたこと大いに評価

します。今後は市内の全ての学校に設置されることを期待します。 

 

７ その他 

子ども・子育て支援法に基づき潮来市こども計画を推進するにあたって、保幼小中

の連携強化のためにも、各種事業を進める場合や施設設備の拡充を図る場合において、

認定こども園の主管課（子育て支援課）をはじめ庁内各課との情報共有をより一層進

め、子育てを取り巻く環境が改善され、全ての子どもたちが笑顔で健やかに育つこと

を期待します。 

 

８ 終わりに 
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今回、評価委員として、令和５年度の教育委員会の各種事業を確認させていただき

ました。評価資料に目を通しながら、教育委員会の業務が「未来の潮来市を担う子供

たちの育成」、「ふるさと潮来の魅力を学びながらの生涯学習の推進」を主な柱として

多岐にわたっていて、関係されている皆様の不断のご尽力に敬意と感謝申し上げます。

そして、確実に潮来市の教育が前進していることを感じることができました。 

これからは学校教育、生涯学習ともに時代に応じた大きな変革が求められています。

新たに策定された第２期潮来市教育振興基本計画に基づき、市民のニーズにあった事

業展開がなされることを期待します。 

今回、率直に意見・感想を述べさせていただきました。苦しい財政状況の中にあっ

て、財源の確保等でご苦労も多いと思いますが、「未来輝く潮来の教育」のために少し

でも参考になればと思います。 

最後に、教育委員会の皆様に改めまして感謝申し上げますとともに、今後の潮来市

の教育の発展にご期待申し上げます。 

 

 

     令和７年１月１７日 

 

 

                潮来市教育行政評価委員会 委員長  大﨑 一寿 

                             委 員  黒須 勝己 


